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2015年9月、193の国連加盟国がニューヨー
クに集い、より豊かで包摂的かつ持続可能で
強靭（レジリエント）な世界を実現するための
新しい持続可能な開発目標（Susta inab le 

Development Goals: SDGs）を採択した。
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健康的な生活、知識、
そして女性と子どもの
包摂を確保する

貧困を終わらせ、
不平等と戦う

強力で包摂的かつ
変革的な経済を育む

安全で平和な社会、
そして強力な制度を
推進する

持続可能な
開発のための
グローバルな
連携を促進する

すべての社会そして
私たちの子どもたちの
ために地球上の
生態系を保護する

SDGsは人類、地球、そして繁栄のための意欲的な
行動計画である。それは普遍的であり、すべての国
と国民に適用され、不平等に立ち向かい、さらに誰
一人取り残さない。SDGsは、貧困と飢餓の根絶、
持続可能な消費と生産の実現、そして平和で包摂的
な社会の促進を含む幅広い目標である。

新たな持続可能な開発アジェンダへの合意は、政
府、議会、国連、そしてその他の国際機関、自治
体、市民社会、科学・学術コミュニティ―および
すべての人々と共に取り組む民間セクターの参加が
あって初めてSDGsが達成可能となるというすべて
の政府の総意を表わしている。つまり、ポスト2015
年宣言において各国政府は「こうしたすべての民間
セクターに対し、持続可能な開発における課題解決
のための創造性とイノベーションを発揮すること」
を求めている。

SDGsの各目標はいずれも企業にビジネスの機会を
提供する。なかでも以下の2つの目標は分野横断的
なテーマとして特筆に値する。

○SDG12は生産と消費に焦点を当てており、「持続
可能な慣行を導入し、定期報告に持続可能性に関
する情報を盛り込む」という具体的なターゲット
を含んでいる。

○SDG17はこの目標が十分に注視されるようにマル
チステークホルダーとのパートナーシップに関す
る2つのターゲットを含んでいる。

持続可能な
開発目標

GlobAl GoAlS 
2015 - 2030



For queries on usage, contact: dpicampaigns@un.org
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SDGsに照らせば、「共有価値」はより持続可能
で包摂的な経済成長、繁栄、福祉への道筋を見
出すための市場潜在性、社会的要請、そして政
策の連携を表わしている1。SDGsは企業が以
下を通じてビジネスと社会の双方のために価値
を創造する機会を提供する。

 低所得消費者にも行き渡る商品、サービス、
テクノロジー、および流通チャネルの開発

 倫理的、包摂的、資源効率的かつ強靭（レジ
リエント）なサプライチェーンへの投資

 スキル、機会、福祉を改善することにより、従
業員、下請業者、およびサプライヤーの生産
性を改善する。

 再生可能なエネルギーおよびその他インフ
ラプロジェクトへの投資を増やす

以下に示す複数のトレンドがこうした機会をより
説得力のあるものにしている。

 人口統計：発展途上地域の人口は2013年の
59億人から2050年には82億人に増加す
るが、先進地域の人口は13億人程度にとどま
るものと予測されている

 所得増加：2010年から2020年の間に世界
の低所得層の40％の購買力は3兆米ドルか
ら5.8兆米ドルへとほぼ倍増する

 テクノロジー：急速なイノベーションが市場
分析、知識共有、商品・サービスのデザイン、
再生可能エネルギー源、流通モデル、そして
業務効率の向上をもたらしている。テクノロ
ジーは革新的で「破壊的」なビジネスモデル
をもたらすことを通じて、非伝統的企業およ
び新興企業にとっての市場参入コストを低減
している

 協働：政府、企業、国際的金融機関、国連、市
民社会、そしてアカデミアは、共通した目的
を追求するための新たな相互協力の方法を
生み出している

機会は産業ごとに異なることを踏まえ、本手引きでは、個々の関連するSDGにつ
いて産業固有の取組みのアイデアや実例が示されている。本手引きは、企業が株
主や社会にとっての価値を創造するために期待する機会の概略を説明している。

持続可能な開発目標によって呼び起こされた関心を、一定の規模とインパクト
を持つ企業の戦略的な取組みに転換するため、国連グローバル・コンパクトと
KPMGインターナショナル（「KPMG」）はSDG InDuStry MatrIxを
共同で考案し、作成した。これは新たな革新的アプローチを生み出すこと、新
市場において成功した取組みから学びを得ること、新たな協働を引き起こすこ
と、そして既存の協働への参加を拡大することによって実現し得る。

SDG INDUSTRY MATRIX

SDG INDUSTRY MATRIXは、包
摂的で持続可能な繁栄を推進するた
め、より多くの民間セクターの行動の
ためのヒントを与え、参考となる情報
を提供することを目標としている。

目的

A
民間セクターは「共有価値」のレンズ
を通して社会・環境課題への取組み
に関する機会を見出すことができる。

機会

B

1. ‘Unlocking the Power of Partnership: A Framework for Effective Cross-Sector Collaboration’, KPMG International
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SDG INDUSTRY MATRIX（続き）

SDG InDuStry MatrIxは、すべての企業はその規模、セクター、あるいは
地理的拠点に関わらず、あらゆる関連法を遵守し、国際的に認知された最低基準を
守り、さらに普遍的な人権を尊重する責任を有しているという認識を基礎にしてい
る。国連グローバル・コンパクトのウェブサイトでは、企業が自らの最低限の責任を
果たすために利用可能な、そして社会的・環境的な課題達成に向け最低限の責任を
超えた支援的行動を取るよう企業を導くための主要なツールとリソースが紹介さ
れている。

SDG InDuStry MatrIxは、グローバル・レポーティング・イニシアチブ
（GrI）、国連グローバル・コンパクト（unGC）および持続可能な開発のため
の世界経済人会議（WBCSD）によって作成されたSDG Compassによっ
ても補完されている。Compassは、戦略的優先順位の決定、目標設定、影響
評価、そして報告に関して企業を導く指針である。

1. KPMGと国連グローバル・コンパクトは、産業に関する自らの洞察を活用し、事例と取組
みのアイデアを盛り込んだ草案を作成した。

2. 国連グローバル・コンパクトは、自らの民間セクター・ネットワーク、ビジネス団体、そして
国連機関に対し草案を提示し、追加事例と取組みアイデアを募った。

3. KPMGと国連グローバル・コンパクトは、最終的なSDG InDuStry MatrIxの内容
について合意を得るため、マルチステークホルダーから構成される作業部会（1つの産業か
ら1社、すべての大陸から1人の参加者が選ばれるようにメンバーを選定）を開催した。合意
内容には「産業ハイライト」セクションで示されるべき最も重要な機会も含んでいる。

SDG INDUSTRY MATRIXは
参加型の3段階のプロセスによって
まとめられた。

手法

C
SDG INDUSTRY MATRIXは、
企業が既に表明した国連グローバル・
コンパクトの10原則に対するコミット
メントを活用している。

シナジー

D

すべての産業に該当する共有価値創出の機会はイタリック体で表示されている
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本セクションでは食品・飲料・消費財産業に関する
いくつかの最も重要な機会、原則に基づくイニシア
チブ、そして協働の事例を概略する。本手引きは企業
が提供した追加的なアイデアと事例を提示している
（網羅的なリストを意図して作成されたものではない）

食品・飲料・消費財
産業ハイライト



事業開発
開発途上国の中小企業のバリューチェーンへの参加を増やすことで
包摂的開発を促進する。これには以下を含む。

 小規模生産者と小売業者の作業の生産性、稼働能力、ロジスティクスおよ
び市場効率を改善するために、女性が経営する事業を含むこうした小規模
事業に対してトレーニングとベストプラクティス・ガイダンスを提供する。

 小企業と起業家の事業を育成するために投資する。

 イノベーションとモバイルテクノロジーを介して地域産品の市場を創造
する。

 地方コミュニティを結び付ける物的インフラを開発するために投資と分
野横断的パートナーシップを追求する。

 サプライヤー多様性プログラムを実行に移す。

持続可能な供給
バリューチェーン上の持続可能な調達・プロセス・材料・機会・製品への投
資により、公平な労働慣行の確保、投入物のトレーサビリティの推進を確
実にしつつ気候変動による影響を低減する。これには以下を含む。

 農業および原材料の生産・加工・包装・流通に利用される天然資源とエネル
ギーを低減する。

 化学的副産物の削減により廃棄物と排出量を低減する。

 持続可能性基準を調達プロセスと予測評価に組み入れる。

 パーム油の代替品を見つける。

 再生可能なエネルギー源に由来するエネルギーの割合を増やす。

 気候変動にさらされている度合いを測定・低減・報告するための措置を取
り、サプライチェーンのすべての関係者の説明責任についての評価基準
を設定する。

 サプライチェーン全体で気候へのレジリエンス（強靭さ）を高める。

 商品が利用された後の処分の状況と、処分がもたらす影響を理解する。

 バリューチェーン全体での食品ロスと廃棄物を監視し、これを低減する。

共有価値創出の機会

食品・飲料・消費財産業は実体経
済にとって不可欠な実現要因であ
る。この産業は経済的福祉の増進
を支援し、それにより家庭と政府が
社会的な貢献を果たす能力を高め
る機会―例えば、市場潜在性、
社会的要請、そして政策措置の連
携が存在する場合―は右記のテ
ーマによって分類される。
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共有価値創出の機会

食品・飲料・消費財産業



マルチステークホルダーによるパートナーシップと協働は、こうした共有価値創出の機会の実現においてますます
その重要性を増すことになるだろう。活動には重大なモメンタム（勢い）があり、共有価値創出の機会が今ほど大き
くなったことはない。

共有価値創出の機会（続き）
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共有価値創出の機会

食品・飲料・消費財産業

健康で持続可能な生活
持続可能な消費と健康な生活への意識と理解を高めるために消費者、
従業員、そしてパートナーと関わり合う。これには以下を含む。

 持続可能な農業と一般消費者向け商品に関する消費者の知識を深め、商
品のリサイクルと持続可能な処分を奨励する。

 栄養バランスの取れた食生活、運動、パーソナルケアおよび衛生状態の重
要性への消費者の意識を高めることで消費者と従業員がより健康なライ
フスタイルに適応することを助ける。

 気候変動に関して責任ある公共政策を支持する高レベルのパートナーシッ
プと業界団体を支援する。

 商品のデザイン、使用および処分を含む商品の持続可能性の側面への組
織的意識を高める。

商品イノベーション
発展途上国のニーズに合致した商品を開発するために地元コミュニティと
つながりを持つ。これにより市場を開き、さらに以下を含む将来の需要を
拡大する。

 可能な場合には現地生産者を巻き込んで発展途上国の消費者の要求と
嗜好に合わせた商品を提供する。

 低所得消費者が手に入れられる低価格な選択肢を増やす。

 飲用水や栄養価の高い食品の不足、エネルギーの不足を含む開発途上コ
ミュニティが直面している課題に対応する革新的な解決策を生み出す。
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グッドプラクティス原則
およびイニシアチブ
認証スキーム

森林認証プログラム（PEFC）

PEFCは世界最大の森林認証制度である。この

認証は管理実務が持続可能な森林管理のベストプ

ラクティス要件を満たしていることを示す――要

件は生物多様性、持続可能な森林管理、化学物

質の自然代替物、労働者の権利、現地雇用、先

住民の権利および法遵守を含む。森林認証に加え

て、PEFCではCoC（加工流通過程の管理）認

証とプロジェクト認証も提供している。

海洋管理協議会（MSC）エコラベル

青いエコラベルは水産物がMSC水産業基準を満

たす持続可能な水産業に由来することを示す。こ

うした商品を取引する企業はMSCのトレーサビ

リティに関するCoC（加工流通過程の管理）基

準を満たしている。認証の取得に向け、水産事業

者は自社業務をMSC基準に照らして評価しても

らうために認定認証機関を指名することになる。

この基準は持続可能な魚種資源、環境影響の最

小化および有効な管理の3つの原則を対象として

いる。

BONSUCRO

このグローバルな非営利マルチステークホルダー

組織は、自らの優れた測定ベースの認証スキーム

を通じてサトウキビセクターの持続可能性を発展

させている。メンバー団体は32ヶ国の400社に

のぼっている。Bonsucroでは、サトウキビの

生産と一次加工の主な環境・社会的影響における

測定可能な基準を推進する一方で、経済的実現可

能性へのニーズを認識することを主な目的として

いる。

責任ある大豆生産のバーゼル基準

この基準は小売業者、ないしは生産者が個々に利

用することができる容認可能な大豆生産の実用的

定義を提供し、さらに企業が責任ある方法で管理

されている農場から大豆を調達することを可能に

するために取り組んでいる。基準は法令遵守、環

境基準、森林保全、そして労働者の権利などのい

くつかの問題に対処している。基準遵守の検証は

独立した機関が実施する。

持続可能なパーム油のための円卓会議
（RSPO）

rSPOは持続可能なパーム油の生産を標準

とする市場へと転換することを目標としてい

る。rSPOにはパーム油業界の40％に相当す

る世界の2,000社のメンバー組織が参加してい

る。パーム油生産者は認定された認証機関によ

り、rSPO持続可能なパーム油生産のための厳

格な原則と基準に則った生産工程に対する厳密な

検証によって認証され、さらに規則と基準に違反

した場合には随時認証を撤回される。rSPO認

証の持続可能な油製品を利用するサプライチェー

ンのすべての組織は、誇大広告やパーム油の従来

の（あるいは持続可能でない）パーム油製品との

混合を防止するために審査を受ける。こうした組

織は、パッケージ上にrSPOトレードマークを

表示することでrSPO認証を受けた持続可能な

パーム油の使用をアピールできる。

責任ある大豆に関する円卓会議（RTRS)

この市民組織は世界中の大豆の責任ある生産、加

工および取引を促進している。メンバー団体には

大豆のバリューチェーンの主な代表的企業そして

世界中の市民社会のメンバーが名を連ねている。

この円卓会議rtrSは責任ある大豆生産のため

の基準を規定した。この基準は大豆生産が社会的

に公正で経済的に実現可能であり、環境への配慮

を保証するものである。

森林管理協議会（FSC）

この協議会は世界中の責任ある森林管理の促進に

尽力している。協議会は企業と消費者が自ら購入

する林産物に関して情報に基づいた選択をするこ

とを可能にする。協議会のメンバーには世界自然

保護基金やグリーンピースなどの世界有数の環境

nGOが名を連ねている。適正森林管理の最高基

準であるFSCの原則と基準を設定することで、メ

ンバー団体は林業のベストプラクティスの定義に

協力している。世界で最も尊敬される森林認証と

して、FSCは世界中のすべての林相について認

証を発行するグローバルなシステムである。

国連グローバル・コンパクトの人
権、労働、環境および腐敗防止分野
での10原則に加えて、持続可能な開
発に対する食品・飲料・消費財産業
の貢献と一致する数多くのグッドプ
ラクティスの原則およびイニシアチ
ブが存在する。これは右記を含む。

グッドプラクティス原則およびイニシアチブ
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持続可能バイオ燃料に関する円卓会議
（RSB）

この独立系のグローバルなマルチステークホル

ダー連合はバイオ燃料の持続可能性の推進に取

り組んでいる。rSBの利用しやすい認証スキー

ムによって、バイオ材料が倫理的で持続可能であ

り、信頼できるソースから調達されたことを検証

する。

レインフォレスト・アライアンス

この国際的な非営利組織は生物多様性の保全と

持続可能な生活の確保に取り組んでいる。認証を

示す印である小さな緑色のカエルのロゴがついた

商品は、レインフォレスト・アライアンス認証農

場、ないしは森林で生産された、もしくはそこ

から調達された成分を含んでいることを示してい

る。長期的な持続可能性の実現を目指して、認証

農場および森林は、野生動物を保全し、そこに暮

らす生物を増やすために厳密に管理されている。

UTZ認証紅茶・コーヒー・ココア

この認証は持続可能な農業や農業従事者とその家

族および地球のためのより良い機会を支持する。

これには適正な農業規範と農業管理、安全で健康

な労働環境、児童労働の撤廃および環境保護を含

む厳密な要件に照らした第三者による監視が含ま

れている。

PRO TERRA財団

この財団はより持続可能な農業生産システムに対

するニーズへの意識を高めるために生産国と消費

国の双方において会議とセミナーを開催してい

る。Pro terraは非遺伝子組み換え作物を重視し

ているが、その持続可能な生産基準はすべての関

連する環境・社会的側面を盛り込んでいる。

SA8000基準

ソーシャル・アカウンタビリティー・インター

ナショナルはすべての産業セクターを横断する

世界初の人間らしい就労環境の審査を可能とす

る社会的認証基準の一つを定めた。社会的パフ

ォーマンスを測定する共通語を創出するため

に、この基準は国連人権宣言、 ILOの協約、

国連および国内法に基づいているだけでなく、

業界と企業の規定にまで及んでいる。基準順守

を継続的に監査できるように企業が適用しなけ

ればならない仕組みと手続きを設定すること

で、この基準は管理体制アプローチを取ってい

る。Sa8000を遵守しようとする企業は労働者

の基本的人権を保護する方針と手続きを採択し

ている。

フェアトレード

この変革への運動は商取引によって農業従事者と

労働者に対して利益をもたらすように企業、消費

者、そして活動家に直接働きかけるものである。

国際フェアトレードラベル機構は世界最大かつ最

も著名なフェアトレード機構である。フェアトレー

ド・ラベルは製品の原材料がフェアトレードの社

会・経済・環境基準を満たす小規模農業組織、な

いしはプランテーションにより生産されたもので

あることを意味している。基準は労働者の権利と

環境の保護、フェアトレード最低価格の支払い、そ

して事業、ないしはコミュニティに投資するための

追加でのフェアトレード・プレミアム（奨励金）に

関する規定を取り入れている。

グッドプラクティス原則
およびイニシアチブ（続き）
認証スキーム

グッドプラクティス原則およびイニシアチブ

食品・飲料・消費財産業
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1  フュージョンズ（FUSIONS：廃棄防止戦略の最適化による社会革新を目的とする食糧利用）とは、食糧廃棄を著しく減少させることにより資源の効率化を高めた欧州を目指す取組みである。
2  WRAPは、資源効率化を実現した持続可能な経済を目指した取組みを加速することを使命とする登録慈善団体である。

グッドプラクティス原則
およびイニシアチブ（続き）
基準

容器包装の持続可能性に関するグローバル・ 
プロトコル2.0（GLOBAL PROTOCOL ON 

PACKAGING SUSTAINABILITY 2.0）

コンシューマー・グッズ・フォーラムは消費財産業と

包装産業に対して業界関連の容器包装の持続可能

性について話し合い、評価する際の共通語を提供す

るためにこのプロトコルを策定した。この共通語は

枠組みと測定システムで構成されている。そして柔

軟かつモジュール式である社会・経済的測定基準を

考慮に入れている。プロトコルは、企業内かビジネ

スパートナー間かを問わず、広範なビジネスに関す

る質問に回答することに役立ち得る。

ベターコットン基準システム（BETTER 

COTTON STANDARD SYSTEM）

このシステムは、環境・社会・経済的持続可能性を対

象に、持続可能な綿花生産に対して全体的アプロ

ーチを提供する。システムはグッドプラクティスに

関する情報や意見の交換を確保すること、ベターコ

ットンを持続可能な主流商品（コモディティ）として

確立する共同行動の拡大を促すことを目的とする

ものである。システムは（1）生産原則と基準、（2）生

産能力強化、（3）保証プログラム、（4）加工・流通過

程の管理、（5）主張の枠組み、（6）結果と影響の6

つの要素で構成されている。

食品ロスと廃棄物プロトコル（FOOD 

LOSS AND WASTE PROTOCOLS）

世界資源研究所が率いるこのマルチステークホルダ

ーの取組みは、食品サプライチェーンから除外され

た食品と付随する食べられない部分（単に「食品

ロスと廃棄物」と呼ばれる）を定量化するための

世界的な会計・報告基準を策定している。この基準

は2016年に発表される予定であり、これにより各

国、企業およびその他組織は、食品ロスと廃棄物

がどれだけの量、どこで生じたのかを信頼性があり

実用的で国際的に一貫した方法で説明・報告でき、

その低減に向けて的を絞った取組みについて情報提

供することができる。本プロトコルが発表する予定

の食品廃棄物基準（Food Waste Standard）

は、コンシューマー・グッズ・フォーラム、国連食

糧農業機関（FaO）、FuSIOnS1、国連環境計画

（unEP）、持続可能な開発のための世界経済人

会議（WBCSD）およびWraP2（持続可能な資

源効率的経済への移行の推進を使命とする登録慈善

団体）と協力して策定されている。
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グッドプラクティス原則
およびイニシアチブ（続き）
ツール

高い保護価値（HCV）のネットワーク
（HIGH CONSERVATION VALUE 

NETWORK）

HCVは生産ランドスケープにおいて極めて重要

な環境・社会的価値を特定・管理・監視するために

開発されたツールである。高い保護価値とは、生

物学的、生態学的、社会的、文化的な側面のいずれ

かで非常に重要とされる価値、または、国、地域、世

界いずれかのレベルで極めて重大であると考えら

れている価値である。9以上の認証スキーム、56

社の民間セクター組織、12社の金融機関が自らの

グローバル調達と投資方針における要件として

HCVを取り入れている。

自然資本プロトコル

自然資本連合は、企業が自社の自然資本との直

接・間接的相互関係を評価し、より良く管理でき

るようにするために、自然資本プロトコルを策定

した。このプロトコルは、自然資本に対する影響

と依存関係の定性的、定量的および金銭的価値、

そして各レベルの評価を適用すべきタイミング

について明確なガイダンスを提供する。自然資本

プロトコルは企業の意思決定を支援し、さらにリ

スク管理、新たな収益機会の検討、商品改善とバ

リューチェーン・イノベーションなどに幅広く利用

可能であるとともに、報告と情報開示に備えるこ

ともできる。

グローバル・フォレスト・ウォッチ（GFW）・
コモディティズ

このビジネスツールは商品（コモディティ）のサ

プライチェーンでの森林伐採の防止に取り組ん

でいる。このツールは、森林に関するタイムリー

で信頼できる情報へのアクセスを保証する人

工衛星技術とオープンデータを利用したダイナ

ミックなオンライン森林監視・警告システムで

ある。GFWコモディティズは以下を含むいく

つかのツールを通じてビジネスに関連する分析

を提供するためにタイムリーで信頼できる情報

を利用している―フォレスト・アナライザー、

適合性マッパーおよび各種のrSPO評価ツー

ル。GFWコモディティズはオープンで信頼でき

る分析に取り組んでおり、ツールを通じて利用可

能なデータの根拠の透明性の実現に向けて努力

している。GFWはWrIが招集したマルチステ

ークホルダーのパートナーシップである。

木材と紙製品の持続可能な調達ガイド

このガイドは持続可能性担当および調達担当マ

ネージャーが購買する林産物に関して、情報に基

づいた決定を下すのに役立つことを狙いとして

いる。ガイドは木材と紙製品の責任ある調達を支

える主要な問題を特定し、各問題に対応するリソ

ースと助言を提供する。ツールボックスは、サプ

ライチェーンを通じてリスクを低減し透明性を醸

成する調達方針の策定と実行を助け、さらに最終

的には持続可能な森林管理を支援する。

パルプ、紙＆パッケージ・ガイドライン

パルプ、紙およびパッケージの調達方針を作成す

る企業を支援し、その策定方法についていくつか

の提案をするために、コンシューマー・グッズ・フォ

ーラムではこのガイドラインを策定した。
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マルチステークホルダーの
パートナーシップおよび協働

栄養改善のためのグローバル・アライアンス
（GAIN）

この国際的組織は、栄養失調に起因する人間の

苦痛に立ち向かうために、2002年に立ち上げ

られた。この組織は、栄養失調の複雑な問題を見

出し、これに対して解決策を提示するために、政

府、企業、そして市民社会の連携を構築する触媒

としての役割を果たしている。今年までに、この

アライアンスは10億を超す人々の栄養状態の改

善に向けた取組みを進めている。子ども、女児、

そして女性が持続可能で栄養バランスのとれた食

生活を送ることを支援することは栄養失調と貧困

のサイクルを終わらせるために不可欠であるとの

理解から、アライアンスはその取組みの焦点を子

ども、女児、そして女性に当てている。大規模な

影響をもたらす連携の構築によって、GaInは

栄養失調の根絶を目指している。

EATイニシアチブ

ストックホルム・レジリエンス・センターと協力

してノルウェーを拠点とするシュトルダレン財団

（Stordalen Foundation）がEatを立ち上

げた―Eatは政府、世界のトップ大学と研究

機関、慈善財団、非政府団体および企業が構成す

る国際的コンソーシアムである。すべての参加者

は、最終的に人間が安全に活動できる「地球の限

界範囲」内の90億人の健康な人々に食糧を提供

できるようにするには、学界、ビジネス、政治お

よび市民社会が分野横断的に食糧・健康・持続可

能性の問題に集団で取り組むことが不可欠である

という共通の理解を有している。

SUNビジネスネットワーク（SBN）

このネットワークはSunムーブメントを支援し

てビジネスコミュニティによる努力を結集し、こ

れを拡大する。2015年、SBnは11ヶ国における

全国ビジネスネットワークの構築を支援した。そ

してSBnの普及活動の結果、さらに29ヶ国に

おいて企業の役割を増大するための要請がなさ

れた。Sunムーブメントは2015年までにそのビ

ジネスネットワークの参加企業を99社まで拡大

すると見込まれており、各社の事業を活かした

栄養失調への取組みを強化する。多くの企業は

2014年にFaOが主導したゼロ・ハンガー・チャ

レンジを批准し、自らのコミットメントについて

も強化している。

食糧安全保障と栄養のためのニュー・
アライアンス

2012年に立ち上げられたこの共同コミットメン

トは、アフリカでの持続可能で包摂的な農業主導

型の成長の達成に向けて努力している。ニュー・

アライアンスはステークホルダーがアフリカ諸国

の食糧安全保障戦略を推進する具体的な政策改革

と投資にコミットするパートナーシップである。

一連の実現行動と連動して、このコミットメント

はアフリカでの農業主導型の成長の主要な制約要

因に取り組んでいる―制約要因には小自作農、

特に女性自作農による生産性の増大と市場参入の

障害がある。ニュー・アライアンスのパートナーは

こうしたコミットメントに責任を負うことに合意

し、進捗状況について毎年報告している。

コンシューマー・グッズ・フォーラム

このフォーラムは、消費財メーカーと小売業者を

結集し業界全体での効率とポジティブな変化のた

めのビジネスの実践を追求している一方、買い物

客、消費者、そして世界に大きな恩恵をもたらして

いる。フォーラムは（1）持続可能性、（2）食糧安全

保障、（3）健康とウェルネス、（4）エンド・ツー・エン

ドのバリューチェーンと規格、そして（5）知識とベ

ストプラクティスの共有の5つ重点分野を有してい

る。フォーラムはそのメンバー団体、戦略的連携、

そしてその他主要ステークホルダーと集団的に生

み出した知識を共有している。これがさらなる協

働的措置と業界のマルチステークホルダー・プラッ

トフォームへの参加の動機付けとなっている。

SCALING UP NUTRITION(SUN)

ムーブメント（栄養改善ムーブメント）

このムーブメントは、すべての人々は食糧と優れた

栄養状態への権利を有するという原則に基づいて

立ち上げられたもので、栄養状態の改善を目指す

政府、市民社会、国連、寄付者、企業、そして研究者

の共同努力である。Sunムーブメントによって、各

国リーダーが栄養失調への取組みを優先させてい

る。各国は適切な政策を整備し、共有の栄養目標を

有するプログラムを実行するためにパートナーと

協力し、さらに女性のエンパワーメントを中心とし

て効果的に栄養状態を改善するためにリソースを

動員している。Sunムーブメントに参加するすべ

ての組織は標準的なエンゲージメント原則に従う。

この原則は、共通の目的と総合の説明責任を維持

しながら、ムーブメントが柔軟かつ有効に栄養状態

を改善することを可能にするものである。

SDG INDUSTRY MATRIXは持続可
能な開発を推進する協働について、複数
事例を紹介する。そのうちでも食品・飲
料・消費財分野で最大のグローバルな協
働は以下を含む。
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農業のための新たなビジョン（N E W 

VISION FOR AGRICULTURE）

世界経済フォーラムが立ち上げたこのイニシアチブ

は、官民双方のステークホルダーを含む革新的なパー

トナーシップモデルを介した持続可能な農業の成長の

達成を目的としている。その3つの主要目標は食糧安

全保障の実現、環境持続可能性の促進、そして経済的

機会の向上である。ビジョンは、2050年までの10年ご

とに各分野における20％の改善目標を設定している。



SDG InDuStry MatrIx — 食品・飲料・消費財産業   |   15

マルチステークホルダーの
パートナーシップおよび協働（続き）

持続可能なアパレル連合

この連合は持続可能な生産のためのアパレル・靴・

ホームテキスタイル業界の最先端のアライアンス

である。その主な焦点は自社の商品・サービスの

生産と販売がもたらす環境・社会・労働の影響につ

いて、すべての業界参加者が理解するための標準

化されたサプライチェーン測定ツールであるヒグ

(Higg)インデックスの構築である。持続可能性

パフォーマンスを測定することで、業界は非効率性

に対処し、ダメージをもたらす業務を解決し、さら

に消費者が要求し始めている環境・社会的透明性

に取り組むことができる。

サステナビリティ・コンソーシアム

このグローバルな組織は消費者向け製品の持続

可能性の改善に尽力している。そのメンバーとパー

トナーには製造業者、小売業者、サプライヤー、サ

ービスプロバイダー、nGO、市民社会組織、政府

機関、そして学界が名を連ねている。メンバー団体

は、製品のサプライチェーンとライフサイクル全体

において持続可能性に関する重要課題に取り組む

ための、科学に基づいた意思決定ツールを構築す

るために協力している。サステナビリティ・コンソー

シアムは、効果的な実施を支援するサービス・ポー

トフォリオも提供している。その調査データベース

は、環境・社会的ホットスポットそして製品のライフ

サイクル内の改善機会について、世界最大規模で

科学的証拠を有するデータベースの一つであり、8

つの消費者製品セクターの消費者向け製品におけ

る総影響のおよそ70％を網羅している。

世界食品安全イニシアチブ（GFSI）

この業界主導のイニシアチブは、サプライチェー

ンと併行して必要な食品安全保障管理システムに

関するソート・リーダーシップ（自らの哲学を実践し

ながら、周囲に影響を与える先駆者としてのリーダ

ーシップ）とガイダンスを提供する。この取組みは、

小売・製造・食品サービス企業だけでなく国際的組

織・政府・学界・世界の食品産業に対するサービス

プロバイダー出身の世界トップクラスの食品安全

の専門家の協働を通じて達成される。こうした専

門家は、知識を共有し、さらに業界横断的な食品安

全管理への統一されたアプローチを促進するため

に、専門ワーキンググループやステークホルダー

ミーティング、会議および地域イベントで一堂に会

している。GFSIはコンシューマー・グッズ・フォー

ラムによって推進されている。

サステイン

より良い食糧と農業のためのこのアライアンス

は、人々と動物の健康と幸福を強化して労働・生活

環境を改善し、社会と文化を豊かにして公平性を

促進する食糧・農業政策と実務を支援する。情報交

換を推進し、参加メンバーの作業を強化し、さらに

メディアと政策立案者に対するメンバーの活動促

進を支援するために、アライアンスはそのメンバー

と協力して活動している。加えて、共通の懸念事項

である特定の問題に関して政策と実務を考案する

ためにアライアンスはメンバーのネットワークおよ

び連盟組織の発展を支援する。食糧・農業に関する

法律と政策が公的に説明責任を負い、なおかつ社

会・環境的に責任を負うようにするために、アライ

アンスは政府とその他規制当局に対して助言を提

供し、これと交渉する。最後に、アライアンスは企

業が健康と環境によい食糧を生産・加工・販売する

こと、持続可能な食糧の選択を容易な選択とする

政策と実務を考案し、これに投資し、維持すること

を奨励する。
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マルチステークホルダーのパートナーシップおよび協働

食品・飲料・消費財産業
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サスティナブルコーヒーチャレンジ

このチャレンジは特産品、主流品どちらの生産者

も持続可能性へと行動を起こすよう、コーヒー生

産を変革することを目指している。コーヒーセクタ

ーにおける共通の持続可能性の枠組みを策定す

るために、チャレンジは、業界、保護や農業の開発

パートナーを招集する予定である。100日以上に

わたって、コンサベーション・インターナショナルは

チャレンジのためにパートナーとのエンゲージメン

トを取りまとめ、業界を完全な持続可能性に向け

て推進する計画を策定することになる。当初の行

動計画はエチオピアのアディスアベバで来年3月

に開催される第4回世界コーヒー会議と同時に発

表される予定である。

農業分野の温室効果ガスに関するグロー
バル・リサーチ・アライアンス

この46ヶ国の連合は、温室効果ガスの排出を増

やすことなく、より多くの食糧（および気候に対し

てよりレジリエントな食糧システム）を育む方法

の提供を支援する技術と実務の研究、開発およ

び拡大に焦点を当てている。連合のメンバーは、

気候変動の緩和策についての研究を稲作・収穫・

家畜といった農業サブセクターに広げ、土壌炭素

と窒素の循環・インベントリ、および測定の問題

などの分野横断的なテーマを深掘りすることを

目的としている。オフィシャルパートナーと民間

セクターの連携には世界農業者機構や世界農業

フォーラムがある。

熱帯雨林同盟2020

このグローバルで包括的なパートナーシップは、

パーム油、牛肉、大豆およびパルプ・製紙産業にお

ける森林伐採を排除するために政府、民間セクタ

ー、そして市民社会組織が一堂に会したものであ

る。その最初の焦点は西・中央アフリカにおける責

任あるパーム油開発のための地域原則の策定と

実施を目標としたアフリカ・パーム油イニシアチブ

（africa Palm Oil initiative）である。

成長のための栄養協定

多数の企業がこの協定に署名し、健康で生産的な

職場のための企業栄養方針の導入と母乳育児をす

る母親たちへの支援の改善による良好な栄養補給

を実務の中心に据えることにコミットしている。

グローバル・サーモン・イニシアチブ（GSI）

世界の養殖サーモン生産者らはこのリーダーシッ

プイニシアチブを立ち上げ、増え続ける世界の人

口に供給可能な持続可能性が高く健康によいタン

パク源を提供しつつ、環境フットプリントを最小限

に抑えるという共通目標の完全な実現に向けて著

しい進歩を遂げ、社会貢献度の向上を図っている。

マルチステークホルダーの
パートナーシップおよび協働（続き）

ビール・ワイン・スピリッツ生産者のコミット
メント

世界保健機関の「アルコールの有害な使用を低減

するための世界戦略」を支持して、世界有数の生

産者が共同コミットメントを表明している。これら

の生産者は、2050年までに「アルコールの有害

な使用を最低でも相対的に10％低減する」という

各国の政府が設定した世界目標に寄与するため

に、5ヶ年（2013－2017年）の意欲的な行動計画

をまとめている。こうした行動は未成年者の飲酒

を低減し、飲酒運転を削減し、責任ある広告のため

のマーケティング規範を強化・拡大し、責任ある方

法で消費者情報を改善しかつ新商品を生み出し、

さらに有害な飲酒を低減するために小売業者の支

援を募ることを目的としている。達成度は毎年独

立して審査され、公文書で報告される。
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SDG INDUSTRY MATRIX 
食品・飲料・消費財産業

以降のページでは、経済的成長、繁栄、そして福祉
へのより持続可能で包摂的な道筋を生み出しながら
企業が自社のビジネスの価値を創造する機会につい
て、SDGの17目標それぞれの下で概説する。また
SDG InDuStry MatrIxの協議プロセスで提示さ
れた企業の実施例についても概略を説明する。

Photo: Alex Baluyut/World Bank



SDG InDuStry MatrIx
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SDG 1 
あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

共有価値創出の機会
  包摂的な繁栄を推進するために立ち上げられたマルチステークホルダーのパートナーシップに
参加する一方で、将来需要を促進する新たなビジネス市場も開く。

 ● 「共有価値」の追求について情報を与えるためにバリューチェーンの横断的な社会・経済・環
境的影響についての独立した評価を依頼する（たとえば、企業が機会を特定しリスクを管理す
ることができるように外部性を社内に取り込むKPMGトゥルーバリュー・メソドロジー（true 
Value Methodology）の利用）。

 ● サプライヤーに対して予測可能な調達契約（先渡し契約を含む）を提供し、さらに既存市場の
場合には、サプライヤーが代替市場／生活を開発することを支援するためにその他ステークホ
ルダーと協力する。

 ● 異常気象やその他経済・社会・環境的ショックや災害へのエクスポージャーと脆弱性を低減す
るために、新興経済国におけるサプライヤーと小売業者のレジリエンス（強靭さ）を強化する。

事例紹介
 ● ユニリーバ、コカ・コーラ、SABミラーおよびIPLはそれぞれの企業とオックスファム（非営利
組織）の支援を受けて、自社の営業活動が貧困層にもたらす影響について評価する貧困フット
プリント調査の実施を独立した調査チームに依頼した。これらは、政策、実務、製品デザインの
改善を伝え、経済的かつ社会的影響を高めた。それ以降、国連グローバル・コンパクトとオック
スファムはマルチステークホルダー顧問グループと密接に協力して貧困フットプリントツールの
立ち上げに共同で取り組んでいる。このツールは企業とパートナーが貧困に対する企業の影響
について人間中心の評価を実施することを可能にするものである。

 ● Gifts With a Causeは発展途上国の家族を貧困から脱出させるために「手を貸す」ため
の目的主導の企業である。同社は、独自の高質なフェアトレード商品を揃えた小売店と非営
利組織を運営し、こうした店舗と組織はアフリカ、東南アジア、ラテンアメリカ、そしてその
他の開発途上エリアの 10,000戸の職人家庭に持続可能な所得をもたらしている。同社は
2020年までに50,000戸の職人家庭に持続可能な職を提供することを目標としている。

 ● ［貧困の根絶に関連する追加事例についてはその他SDG、特にSDG2と8を参照］ Photo: Curt Carnemark/World Bank

SDG InDuStry MatrIx – SDG 1

食品・飲料・消費財産業

貧困をなくそう
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SDG 2 
飢餓を終わらせ、食糧安全保障および栄養改善を実現し、
持続可能な農業を促進する

共有価値創出の機会
  生産性、貯蔵、ロジスティクスおよび市場効率性を高めるために農業従事者、食品加工業者および取
引業者と協力する。その結果こうした事業者は高品質で安全、栄養バランスの取れた食品を他社に負
けない価格で生産することにより企業のバリューチェーンに参入／留まることができるようになる。

 ● 農業コミュニティ、食品加工業者および取引業者と開発資金とを結び付け、農業プラットフォー
ムと市場能力の可能性を高める。

 ● 農業従事者に対してリアルタイムでの市場とモバイルペイメントへのアクセスを提供するためにモ
バイルネットワークの力を活用する（特に正式な銀行業務インフラが存在しない地域において）。

 ● 開発途上コミュニティごとの栄養上のニーズに対応した栄養強化商品の地域バリエーションを
開発する。

 ● 増加する世界人口のための持続可能な食糧安全保障に取り組むために革新的な解決策（例：植
物性、水産養殖、昆虫、人工およびその他、様々なタンパク質の活用など）を支援する。

 ● 新たな包括的で持続可能な事業機会を特定するためにScaling Up Nutrition (SUN) ビジネス
ネットワークに参加して（あるいは、それへのコミットメントを継続して）他の企業、政府および市民社会
と協力する（例：種子・微量栄養素に関するイノベーションと研究への融資）。

 ● 商慣行と投資が人権と土地の所有権を侵害することがないように、世界食料安全保障委員会の
責任ある農業投資原則と国連グローバル・コンパクトの食品・農業ビジネス原則に則った責任
ある農業ビジネス方針を実行する。

事例紹介
 ● カーギルの「インドに栄養を（nourishing 

India）」プラットフォームは、必須ビタミン
a、D、Eによって栄養強化された同社の食
用油ブランドを使って2,500万人にサービ
スを届けている。インドでは調理油が広範に
利用されているため、カーギルは、食用油こ

そが食習慣に最低限の変化を加えるだけで
すべての所得グループに対してプラスの影響
をもたらす機会であるとみなした。カーギル
は競争力を獲得しただけでなく、栄養失調に
立ち向かうにあたって重要な貢献をした。

Photo: Edwin Huffman/World Bank

SDG InDuStry MatrIx – SDG 2

食品・飲料・消費財産業

飢餓をゼロに
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 ● ディアジオは、同社のMeta Beer醸造所向
けの小自作農大麦調達イニシアチブを立ち
上げるために、非営利組織のファーム・アフ
リカとエチオピアで協力している。この取組
みは現地農家の所得を増やし、優れた大麦
のアグロノミー（作物栽培学）に関する国の
能力を開発し（より広範な醸造業界に刺激
をもたらす）、一層一般的なアグリビジネス
について小自作農にとっての障壁を浮き彫り
にした。ディアジオはその後、農場から学ん
だ教訓に基づいて、自社の小自作農調達ス
キームの整備を手掛けている。農業改革局
が学んだこうした教訓は、小自作農との共同
作業を進めようとしているその他企業の取
組みに情報を提供している。

 ● 2014年7月、農業サプライチェーンにおける
土地と土地所有権に関するネスレのコミット
メントが発表された。このコミットメントに
おいて、同社は食糧農業機関の「国の食糧安
全保障における土地、漁業と森林の保有の
権利に関する責任あるガバナンスについて
の任意自発的指針」を採択し、土地の争奪に
対するゼロトラランスおよびコミュニティの
土地の権利についてサプライヤーも含めた
責任を負うことの双方にコミットしている。
ネスレは、違法、ないしは不公平に奪取され
ていない土地から自社の原材料を調達する
ことにコミットしている。さらに同社は、土
地を持たない人々が土地を取得することを助
けるために、特に女性の土地保有権に焦点を
当てて、広範なステークホルダーと協力しな
がら他社にも同じように取り組むことを奨励
していく予定である。

 ● パキスタン第2位の加工乳メーカーである
エングロ・フーズ・リミテッドは、村落レベ
ルの巨大な直接調達インフラを構築するこ

とで、300,000戸の小規模農業従事者を
同社のサプライチェーンに組み込んだ。同
社は、1 ,800ヶ所の牛乳回収センターを通
じてそのサプライヤーの85％をまとめてい
る。回収センターは農業従事者の自宅から2
キロ以内に配置されているため、彼らは徒歩
あるいは地元の交通手段を利用して回収セ
ンターと自宅を往復することができる。

 ● ダノンは、18ヶ国の主に現地農業従事者で
ある約19,000人のスキルを支援し、訓練を
提供し、さらにこれらを強化する「エコシス
テムファンド」を生み出した。たとえば、エジ
プトでは同社の新鮮な乳製品を生産するた
めに大量の牛乳を現地生産者から買い付け
ている。同社は、トレーニングを通じて小規
模牛乳生産業者を支援し、こうした業者が
生産する牛乳の品質改善を可能にする「ミ
ルク・コレクション・コミュニティーズ・エジプ
ト」を立ち上げた。ミルク・コレクション・コ
ミュニティーズ・プログラムはこれまでのとこ
ろ8ヶ国に拡大されている。

 ● タイの農産業・食品コングロマリットである
チャロン・ポカパン・フーズは2012年以来コ
オロギの餌に関する調査に取り組んでいる。
その目的は現地農業従事者の生産性、費用
効率、そして食品衛生を高めることである。
現在では3,000トン超のコオロギの餌が生
産され、タイの生産者に対して供給されてい
る。これによりチャロン・ポカパン・フーズは
タイ初の革新的なコオロギの餌の生産者と
なった。この取組みは農業従事者の生産性
を高め、その所得向上を可能にしている。

 ● SaBミラーのコロンビアの子会社である
Bavaria S.A.は、コロンビアの作物栽培ゾ
ーンへのプラスの社会的影響を実現すること

を目指す「現地の大麦プログラム」を実施し
ている。プログラムはCundiboyacense 
H i g h l a n d sで雇用と経済活動を拡大
し、330戸の農業従事者と4つの栽培者連合
を支援している。大麦プログラムは、低い投
資額と高い商業的安全を備えた輪作システ
ムの実現可能な代替手段である。先渡し契約
を通じて、Bavariaは市場より安価で種子
に融資し、植え付けられた大麦の購入を保証
している。このプロジェクトは415人超の直
接雇用（賃金は71,820ペソ）の創出を通じ
て地域経済を活性化し、GDPの増加をもた
らしている。

 ● スターバックスは、コスタリカ・コーヒー研
究所と協力して、商業化に利用可能な数十年
に及ぶアグロノミー（作物栽培学）調査に着
手する予定である。透明で持続可能な調達
のための同社の遠大な青写真と併せて、この
調査は世界の数百万の農家と労働者に恩恵
をもたらす。この取組みを業界と共有するこ
とで、同社は、生計を立てるためにコーヒー
に依存している世界の2,500万人の人々に
対する自らの影響力を今後拡大していくこ
とになる。

 ● ビドコはアフリカのアグリビジネスを世界
標準にまで成長させることにコミットしてい

る。この変革を実現するために、小自作農が
同社のサプライチェーンに参加する機会を提
供することで、ビドコは小自作農と協力して
彼らが自給自足農業から商業的に革新的農
業へと移行することを支援している。現在、
ビドコはケニアの油糧種子バリューチェーン
の12,500戸の農家と連携しており、農家に
対して既存市場を保証するオフテイク契約を
結んでいる。同社は多数のバリューチェーン
を横断的にプログラムに参加する農家をさ
らに30,000戸追加する予定である。

 ● ハイネケンは、農家とそのコミュニティの
金融的エンパワーメントを支援するため
に、2020年までに農業原材料の60％を現
地で調達するという意欲的な目標を設定し
た。この目標の48％は2014年までに達成
された。ハイネケンは11ヶ国で 16のイニシア
チブを立ち上げており、180,000万戸の農
家を巻き込み、さらに収穫高と所得の増加
を通じて800,000人以上の家族を支援し
ている。成功した事例にはブルンジ（ソルガ
ム）、DrC（米）、そしてナイジェリア（キャ
ッサバ）がある。それぞれの取組みでハイネ
ケンは現地政府、nGO、そして国際的開発
組織と協力した。

 ● 過去 16年間にわたって味の素インターナシ

SDG InDuStry MatrIx – SDG 2

食品・飲料・消費財産業

飢餓をゼロに



SDG InDuStry MatrIx — 食品・飲料・消費財産業   |   21

ョナルの「食と健康」国際協力ネットワーク
はnGOと共同で発展途上国の食の安全と
栄養状態の改善に取り組んでいる。2009
年に立ち上げられたガーナ栄養改善プロジ
ェクトを含む 10件のプロジェクトが現在進
行中である。ネットワークは、伝統的な補助
食品の栄養を強化するアミノ酸を含むサプ
リメントであるKOKO Plus（ココプラス）
の開発・製造・販売を通じて離乳期の子ども
の栄養不良の改善を目指している。加えて、
栄養バランスの取れた給食、栄養教育教材、
そしてモデルキッチンを提供するために、味
の素はベトナムの中央・地方政府および国家
栄養研究所との連携を続けている。

 ● スウェーデンの食品加工・容器企業であるテ
トラパックは世界中で学校用牛乳プログラ
ムの政府による実施を支援しており、栄養・
健康・教育に対する子どもの権利を促進し
ている。学校給食制度は、学童の健康・学習
能力の向上と併行して、現地で調達、加工さ
れた質の高い牛乳への需要の拡大を支援す
る。2014年中には世界の6,500万人を超
える子どもたち―そのうち約4,400万人
は発展途上国に暮らしている―にテトラパ
ックの容器入りの牛乳あるいはその他の栄
養飲料が届けられた。

 ● ユニリーバは、同社のトマトケチャップは現

地サプライヤーが持続可能なやり方で育て
た本物のトマトを100%使用していることを
示すことで、顧客に対して、一層魅力ある商
品にしたいと考えていた。同社は、ケチャッ
プ容器に無料のトマトの種やトマト栽培用の
ミニチュアポットとなる特別なトマトの形の
蓋を付けるなどの取組みを行った。そして、
栽培を競わせ、優秀な栽培者を見いだし、彼
らの栽培したトマトは名前入りの容器に収
められた。2014年にはこのキャンペーンは
3,000万人に拡大し、ケチャップを市場リ
ーダーに位置づけるまで後押しした。

 ● プロジェクト・レーザー・ビーム（P L B）
は、5ヶ年（2009－2014年）の数百万ド
ル規模の官民パートナーシップで、子どもの
栄養不良を劇的に減らすための拡張性のあ
る、再製できる持続可能なモデルの創出を
目標とした。プロジェクトは国連世界食糧計
画、ユニリーバ、モンデリーズ・インターナ
ショナル財団、DSMおよび栄養改善のため
のグローバル・アライアンスによって立ち上
げられ、これには国連、政府、フォーチュン
500企業、地元企業、そしてnPOの専門家
が集められた。プロジェクト・レーザー・ビー
ムは18件を手掛け、多数の成功をおさめ、さ
らにマルチセクターアプローチを利用して栄
養不良に立ち向かうにあたり進展を加速さ
せる重要な学習知識を明らかにしている。

 ● マラウイマンゴーのガーデン・トゥ・マウス
（Garden to Mouth）・イニシアチブは、
マラウイに蔓延する「隠れた貧困」に取り組
むために、気候変動に対するスマートな農
業、所得創出および教育を組み合わせてい
る。このスキームが推進する有機野菜農園
を通じて、マラウイマンゴーは、すべての農
園労働者に対する1日当たりの推奨摂取量の
70％を含む食事の提供および同社の小自作

農と従業員への自立的土地区画の供与―
これにより自分自身とその家族の福祉の直
接管理を可能にする―に向けて取組みを
続けている。

Photo: Sebastian Szyd/World Bank
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SDG 3 
あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、
福祉を促進する

共有価値創出の機会
  バリューチェーン全体の従業員の労働環境を改善し（母乳育児をする母親に対する支援を含む）、
従業員とその家族に対してヘルスケアサービスと保険を提供する。

  世界保健機関の食事・運動・健康に関する世界戦略に沿って、健康的な食品・飲料の広範な選択
肢の提供と栄養バランスの取れた食生活・運動・パーソナルケアと衛生の重要性への消費者の認
識の向上により、消費者がより健康的なライフスタイルに適応するよう支援する。

 ● 健康的なライフスタイルを推進する教育リソース、教科課程および学校給食について情報を提供
するために企業の専門知識を活用する。

 ● 抗菌薬耐性に対応した食品を含む栄養補助食品への投資を増やす。

 ● 食糧生産における抗生物質の常用を迅速に排除するために協働措置を取る。

 ● 厳格な災害リスク緩和・準備計画（救急処置・救助スキルを含む）の策定および災害事象後のスタッフ
に対する身体・心理的支援の提供により、高リスクな場所に配属されているスタッフ―および実現
可能であればバリューチェーン上のその他の人々―の安全とレジリエンス（強靭さ）を改善する。

事例紹介
 ● リーバイストラウス&Co.は同社の主要取引
業者に対して労働者福祉プログラムを取引
業者自身の製造工程に統合することを義務
付ける要件を規定した。このプログラムは健
康と金融リテラシーなどの分野で労働者に
対して恩恵をもたらすだけでなく、労働者の
転職・常習的欠勤・遅刻の削減を通じて取引
業者に対して3倍の投資効果（rOI）をもた
らす。

 ● カーギルは、インドネシアの同社のパーム油
農場の従業員に対して、母親の健康状態改
善プログラムを含むヘルスケアを提供して

いる。このプログラムは妊娠・母乳育児・家
族計画だけでなく生殖に関する健康（リプ
ロダクティブヘルス）啓発活動に関する情報
を提供する。各農場では母親に対して特別
な保育エリアを提供し、授乳中の母親に優し
い労働環境の実現を支援している。2010年
以来2,400人の女性従業員のヘルスケア水
準が改善している。さらに栄養バランスの取
れた児童向け食糧の配給、子どものための
毎月の体重測定、そして小学生児童を対象
とした四半期に 1度の「子どものための栄養
（nutrition for Kids）」を通じて、農場
におけるカーギルの栄養プログラムはこうし

た母親の幼い子どもたちの健康と栄養を包
含するまでに拡大している。

 ● アルゼンチンの食糧・製菓メーカーのArcor
グループはアクティブな生活と健康的な栄養
に関する具体的なコミットメントをまとめて
いる。同社は、自社商品のトランス脂肪酸とナ
トリウム含有量の低減に関する方針と目標を
定め、221種類のグルテンフリー商品を認可

し、さらに健康的なライフスタイルを促進す
るために123件のイニシアチブを実施してい
る。同社はそのサプライチェーンを通じて世界
食品安全イニシアチブ（GFSI）が承認した認
証スキームを推進しており、同社商品の包装
容器上に一日当たりの摂取量指針の表示をす
る進歩を遂げており、さらに社会における健
康と福祉の改善のための官民パートナーシッ
プに参加した。arcorは、同社の従業員の運

Photo: Alfredo Srur/World Bank
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動参加の奨励、心臓病発症リスクの予防、健
康的な栄養の推進および禁煙のプログラムも
策定している（ヘルスウェブサイトを含む）。

 ● アンハイザー・ブッシュ・インベブ（AB 
InBev）は最近グローバル・スマート・ドリ
ンキング目標（Global Smart Drinking 
Goals）を立ち上げ、より長期的な投資と、
客観的根拠に基づいたアプローチによりアル
コールの有害利用を低減するための協調的解
決策の実施への同社のコミットメントを深め
ている。第1目標は、社会的規範と行動を変
容させるための政府・市民社会・公衆衛生の
専門家との協力、新たなテクノロジーとイノ
ベーションの試行、そして有害なアルコール
利用防止に資する検査を適切に行うための一
般開業医に対する支援を通じて、2020年
までに6つのパイロット都市、さらに2025
年末までに同社のすべての市場において、ア
ルコールの有害利用を最低でも10％低減す
ることである。第2目標は、社会的マーケテ
ィングキャンペーンと関連プログラムへ最低
でも10億米ドルの投資をすることにより、
すべての市場全体で社会的規範と個人の行動
に影響をもたらすことである。第3目標とし
て、2020年までに同社のビール商品に保
健指導ラベルを付けること、さらに消費パタ

ーンを良い方向に変えるために2025年まで
にアルコールに関する健康リテラシーを高め
ることを目指している。そして最後の目標は
2025年までに世界全体で販売されているビ
ール商品の最低でも20％をノンアルコールお
よび低アルコールビールとすることである。

 ● ペルノ・リカールは、学生連合が安全で責任
あるパーティを主催することを支援するため
に、エラスムス学生ネットワークと連携した
汎欧州プログラムである「責任あるパーティ
（responsible Party）」を2010年に立
ち上げた。27ヶ国超の250,000人以上の
学生に及ぶこのプログラムは、学生が飲酒を
するときに情報に基づいた決定をすること
ができるように予防・情報ツールを含むツー
ルキット（飲酒検知器、BaC（アルコール血
中濃度）予測器、案内用のパンフレットを含
む）を含んでいる。ペルノ・リカールは、胎児
性アルコール症候群の低減への取組みも優
先している。同社は世界的に自社商品のラベ
ルに妊娠中の飲酒に対する警告シンボルを
付しており、妊婦の飲酒を完全に防ぐための
医師および公衆衛生当局による助言を支援
している。さらに、同社は多くの国々で意識
向上キャンペーンに着手し、あるいはこれを
支援している。

Photo: Eric Miller/World Bank
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SDG 4 
すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、
生涯学習の機会を促進する

共有価値創出の機会
  事業展開する国々の将来のビジネス上のニーズを満たすスキルセットを有する従業員（例：食品
技術者、商品デザイナー、システムアナリスト）と接触する機会を確保するためにSTEM（科学、
テクノロジー、エンジアリングおよび数学）教育を推進し、これに投資する。

  政府、市民社会、メディアおよびその他ステークホルダーと連携して持続可能なライフスタイル
に関して消費者とコミュニティを啓発する。

 ● 企業のバリューチェーン内にある国々における学習機会を改善するために他の企業、nGOおよび
政府と協力する（その結果多様な人材のパイプラインと改善された経済に長期的に投資する）。

事例紹介
 ● レゴは、StEM学習に焦点を当てた数々の
商品と教育プログラムを開発している。初
等StEMプログラムは実践的でやる気を起
こさせる方法で学習できる環境を醸成しよ
うとしており、レゴの「シンプルマシン」や
「WeDo」などのソリューションを利用し
ながら児童が自らの才能を発見し、学習知
識を確固たるものにすることを支援してい
る。中等StEMプログラムでは、StEM学
習者の関与・動機を高め、学生のパフォー
マンスを向上させるツールとして、より上級
のレゴ教育ソリューションを利用すること
で、StEMのコンセプトを現実のものとする
ことを目指している。

 ● ウォルマートは未来に向けた同社の堅強
な人材のパイプラインを創造するために
StEM教育の重要性を認識している。2015

年にウォルマート・イノベーション・ラボは、
グループでのラボツアーに参加できるように
300人超の学生のスポンサーを務めた。こ
の支援（アウトリーチ）には全米の主要大学
でコンピューターサイエンスと様々な工学分
野を専攻する大学生を対象とした数回の技
術トークやイノベーションロードショーもあ
った。ウォルマートは米国の競争力において
StEM教育が果たす重大な役割に関して連
邦・州の政策立案者に対して情報を提供す
るために取り組んでいるStEM教育連合な
どの組織への支援を続けている。

 ● Arcorグループは同社のバリューチェーン全
体で、周辺コミュニティにおいて、またパート
ナーシップを通じて同社の従業員の学習を推
進している。社内では、同社は、2005年以
降、持続可能性の問題に関して57,000時間 Photo: Eric Miller/World Bank
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のトレーニングを提供している。加えて、同社
は、同社の産業施設周辺エリアでの高質な教
育と専門学校でのトレーニングに貢献してい
る。2015年には28校で140人の教師がトレ
ーニングを受け、60人の学生が同社でのイン
ターンシップに参加した。社外では、サプライ
ヤー、顧客および消費者の意識を醸成するた
めに同社のバリューチェーン全体で46,000
時間超の持続可能性トレーニングを提供して
いる。

 ● ファッツェル（Fa ze r）・グループは、世界
カカオ財団が設立したE C H O E S（教育的
解決策によるカカオ農家のエンパワーメント

（Empowering Cocoa Households 
with Educational Solutions）を通じ
て、2007年以降コートジボアールの小規模カ
カオ生産農村を支援している。このプログラム
は他の学校教育と連携して農村の若者に対し
てカカオ栽培に関する職業トレーニングを提供
することを目的としている。（伝統的に、カカオ
栽培のスキルが代々受け継がれている一方で、
カカオ農園で育つ農村コミュニティで働く多く
の子どもたちは大人になるとカカオ栽培業者と
なっている。）

Photo: Eric Miller/World Bank
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SDG 5 
ジェンダー平等を達成し、すべての女性および
女児のエンパワーメントを行う

共有価値創出の機会
  女性起業家と小規模事業者に対してトレーニング、支援および市場とサプライチェーンへの参加
機会を提供する。

  金融サービス企業と連携し、女性が、品種改良された種子、農具および肥料を手に入れるための
資金調達を拡大する。開発途上国の農業労働力のうち43％は女性であり、男性に比してその収
穫高は20-30%低いため、こうした取組みは女性農家と彼女らが供給する食品会社の双方に恩
恵をもたらすことになる。

  相続法や財産権ゆえに生じる男女間の土地所有権の不平等に取り組む公共政策を促進するため
に市民社会組織と協働し、結果的により効率的な土地活用と女性農家の所得を支援する。

 ● 女性が家族的責任を果たしながら農業に参加する機会を作ることを可能にする技術の農業システ
ムへの統合に投資する。

 ● 消費者とのつながりを強化しながら、健康的なボディイメージおよび女性と女児のエンパワーメン
トを促進するように広告キャンペーンを適応させる。

 ● それを通じて女性起業家が相互に助言し合い、エンパワーメントを実現することができる同僚
およびメンター・ネットワークを確立する。

 ● 企業の役員会および上級幹部における女性の割合を増やし、職場で女性を支援し、バリューチ
ェーンにおいても同様に実行するよう組織に奨励する政策とプログラムに投資をする。

事例紹介
 ● 2010年にコカ･コーラカンパニーは「5by20
（ファイブ・バイ・トゥウェンティ）」を発表した。こ
れは2020年までに同社のグローバルなバリュ
ーチェーン全体の500万人の女性起業家の経
済的エンパワーメントを可能にするというコミッ
トメントである。コカ・コーラは、ビジネススキル
トレーニングを開発・実施するためのパートナー
との協力、資金調達手段の提供、そして指導を

受ける機会の増加を通じてこれに取り組んでい
る。2014年末時点で、5by20イニシアチブは
2010年の開始以来52ヶ国で865,000人を
超える女性に手を差し伸べている。

 ● カーギル、ケロッグ・カンパニー、そして
ASDAはコートジボワールのカカオ農村の
女性が直面している障壁（スキル、情報およ Photo: Scott Wallace/World Bank

SDG InDuStry MatrIx – SDG 5

食品・飲料・消費財産業

ジェンダー平等を
実現しよう



SDG InDuStry MatrIx — 食品・飲料・消費財産業   |   27

びアドバイスへのアクセスの制限を含む）を
理解し、そしてその克服を支援するために一
連のプロジェクトを立ち上げた。アフリカ・
カカオイニシアチブの支援を受けて、これら
のプロジェクトはジェンダー・センシタイゼ
ーション（感度向上）・トレーニング、状況分
析および最大 1 ,000人の女性を対象として
自らの農業とビジネススキルの改善を支援
するトレーニングなどを提供している。

 ● ウォルマートは、購買者が、世界中の女性が
経営する小規模事業を支援しながらユニー
クな商品を購入できる専用オンラインショッ
プを立ち上げた。同社はサプライチェーン全
体で女性のエンパワーメントを実現するため
に同社の規模を活用して、世界の女性のため
の経済的エンパワーメントイニシアチブも創
設している。ウォルマートは、2016年までに
米国で200億ドル相当を女性が経営する企
業から調達し、世界全体ではその金額を倍増
することを目標に据えている。

 ● ユニリーバ・バングラデシュおよび現地企業の
BATAとスクウェアは、女性の経済的自立を
支援することで女性のエンパワーメントの実
現を目指すプロジェクトである「aparajita」
についてJItaバングラデシュと連携してい
る。aparajitaとは籠に入れた健康・衛生・栄養
関連商品を戸別に販売する地方の女性たちで
あり、これが僻村の市場へのアクセスを生み出
している。プロジェクトは女性の家計所得を増
やす能力を強化するトレーニングを彼女たちに

提供し、家庭における女性の発言力とコミュニ
ティにおける社会的地位を高めている。

 ● ネスレのコートジボワールにおけるカカオ
サプライチェーンの女性に関する行動計画
は、平等な機会の創造、女性への発言権の
供与、そして女性の所得の増加によって女性
のエンパワーメントを実現する。この行動計
画は同社のサプライチェーンと結びつけて現
地女性との連携を推進し、生産性と所得を
増やすために高収穫・疾病耐性のあるカカオ
の苗木と技術援助を提供する。農業従事者
のリーダーとして、かつ苗床管理者としてよ
り多くの役割を女性に開放し、その結果、カ
カオのサプライチェーンにおける女性の役割
についての人々の概念に挑戦するために、ネ
スレは、協同組合、農場スタッフ、そしてサプ
ライヤーに対してジェンダー問題に関するト
レーニングも開催している。こうした共同で
の取組みは、カカオ農園経営への女性の関
与がいかに彼女たちの家族、そのコミュニテ
ィ、そして国全体にプラスの影響をもたらす
かということを示すことに資している。

 ● ユニリーバを含む数社の国際的な消費財企
業は健康的なボディイメージと女性と女児の
エンパワーメントを推進する広告キャンペー
ンとコンテンツ戦略を展開している。その他
の数多くの企業もまた女性のボディイメージ
の歪曲に立ち向かうために印刷物を使った
キャンペーンでのエアブラシを使った修正を
やめることを発表している。

Photo: Gennadiy Ratushenko/World Bank
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SDG 6 
すべての人々の水と衛生の利用可能性と
持続可能な管理を確保する

共有価値創出の機会
  水の利用を最小化しながら生産性を最大化する精密農業テクノロジーを追求する。機会には点滴
灌漑システム、転作、そして効率的農地適用法などがある。（世界の利用可能な淡水消費量の70
％は農業が占めており、その利用の約15－35％は持続不可能であり浪費されていると見積もら
れている。）

 ● 水のリサイクルとグレーウォーター（排水）利用を生産システムに組み入れる。

 ● 生産施設の周辺コミュニティが利用できる水に制限がある場合には、コミュニティによる水の利用
を生産施設の設計に盛り込む。

 ● 安全な飲料水を手に入れることができない低所得層に対して安価な水のろ過器／浄水器といった
解決策を生み出し、これを販売する。

 ● 開発途上市場の具体的な衛生上のニーズに取り組むために革新的な解決策と商品を生み出す。

 ● 世界中の特定の河川地域での様々な重要な水プロジェクトに関して企業、政府、nGO、そして
その他ステークホルダーが集結したプラットフォームであるCEOウォーターマンデート（CEO 
Water Mandate）やウォーター・アクション・ハブ（Water action Hub）などの水スチュ
ワードシップと情報開示への集団行動的アプローチに参加する。

 ● 職場における安全な水・衛生管理へのアクセスの実施を企業に呼びかける持続可能な開発のた
めの世界経済人会議の「WaSH」誓約に署名する。

事例紹介
 ● ユニリーバはより高い殺菌効果を有する新
たな石鹸を開発した。胃腸炎、腸チフスおよ
びコレラの原因となるバクテリアに対する
防御機能に優れているだけでなく、この石鹸
は皮膚と目の感染症にも効果を発揮する。
その結果、このイノベーションが同社ブラン
ド全体の成長を後押しして2014年の売上
が 15％アップした一方で、深刻な健康上のリ

スクに取り組む値頃な商品を生み出すこと
となった。

 ● ネスレは主要市場での責任・目標・期限を
明確に設定した「ウォーター・スチュワード
シップ・マスター・プラン」を導入した。同社
は、2005年以降商品1トンにつき37％の取
水削減を達成しており、自社工場で376件

超の節水プロジェクトを実施している。こう
したプロジェクトは、特に31ヶ所の「最優先
製造施設」（深刻な水ストレスのある地域に
位置しているおよび／あるいは同社の年間
取水量のかなりの部分を占めている施設）に
重点を置きながら、今後184万立方メートル

の節水を目指すことになる。

 ● コカ･コーラカンパニーは、2 02 0年まで
に同社の完成飲料とその製造に利用した
水と同量の水を安全にコミュニティと自
然に還元するという意欲的な目標を掲げ

Photo: Eric Miller/World Bank
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ている。2014年 1 2月までのコカ・コーラ
のシステムによる水補給プロジェクトによ
り、2 0 1 4年の販売数量に基づく完成飲
料に利用された水の推定 9 4％と同量の
水をコカ・コーラのシステムは還元してい
る。2004‐2014年の間には、コカ・コー
ラは61ヶ国209件のコミュニティプロジェ
クトを通じて推定 1 , 536億リットルの水を
コミュニティと自然に還元している。加え
て、2014年にコカ・コーラのシステムは同社
の生産工程で利用された約 1 , 267億リット
ルの水を処理済み廃水としてコミュニティと
自然に還元した。

 ● アンハイザー・ブッシュ・インベブ（AB InBev)
は国連CEOウォーターマンデートへの参加企
業であり、水の保全のために現地ステークホル
ダーと連携している。同社は毎年水リスク評価
を実施しており、同社の施設のいずれが高リス
クであるか否かを判断している。その結果とし
て、年間水使用量の3.6％の削減を果たしてい
る―これは商品に換算すると40億缶分に相
当する。これにより2014年には500万ドル超
を節約することができた。また2012年からの累
計では1,200万ドル超の節約となった。

 ● トイレット委員会連合（The Toilet Board 
Coalition）は、グローバルな、企業主導型
の連合で、トップ企業、投資家、公衆衛生専門
家、そしてnPOから成り、公衆衛生を最も求
めている人々に対し、大規模に公衆衛生を提
供する革新的な市場ベースの解決策を推進す
るために集っている。創設企業にはユニリー
バ、キンバリー・クラーク、フィルメニッヒ、そ
してLIxILが名を連ねている。今後は毎年6
－12ヶ月間のプログラムに4－6件のイニシア
チブが選択されることになる。こうしたプログ
ラムはトイレット委員会連合のメンバー組織

の世界レベルの指導者に助言を仰ぐことがで
き、ビジネスモデルの促進、共同での革新的
解決策、そして規模を実現する投資とパート
ナーシップへのアクセスに特化している。促進
者を介して、連合は公衆衛生への普遍的アク
セスを実現する堅強なビジネスセクターを生
み出すことを目指している。

 ● SABミラーは、現地農家、産業（醸造を含
む）および広範なコミュニティへの水の供給
を確保するために、インド・ラジャスタンで
の水管理プロジェクトに着手している。プロ
ジェクトは復水技術、灌漑技術および統合
水源管理実務がもたらす恩恵に焦点を当て
ている。モンスーンの雨を貯留するために6
つの復水施設が建設されており、これが雨
水をろ過して帯水層に浸透するので、年間
300,000立法メートル超の地下水を復水
できる可能性を有する。加えて、3年間にわ
たったプロジェクトは農家の水利用効率で
36.5％、作物の生産性で23.5％、さらに農
家の平均純所得で21％の向上を支援した。
各参加農場は近隣農家を対象とした学習セ
ンターに切り替えられ、これにより20戸の
農家がすべての直接参加した農家によって
プラスの影響を受けている。

 ● ハイネケンは同社の「水スチュワードシッ
プ」プログラムの一環として世界中でいくつ
かの投資を行っている。たとえば、マルチ・
ビンタン（インドネシア子会社）は、地面を1
メートル掘り、野菜くずと堆肥材料を詰める
細い穴であるビオポリ穴の設置プロジェクト
を2012年以降運営している。雨水の流出を
減速することで、水を保全しかつ氾濫を防止
している。ハイネケンは、unIDOとも官民
パートナーシップを立ち上げており、ハイネ

ケンの醸造所のあるコミュニティが現地調
達を増やすこと、そして醸造所において再生
可能なエネルギー源を見つけることを支援
する水スチュワードシップ・プログラムを開始
している。2020年までの主要目標には、同
社の醸造所での水消費の30％削減、アフリ
カでは原材料の60％の現地調達、そして二
酸化炭素排出量の40％削減などがある。

 ● H&Mヘネス・アンド・マウリッツはインドの
サプライヤー工場の多くの労働者が清浄水
と安全な衛生状態が常に手に入る状態では
ないことに気付いた。労働者、その家族、そ
して周囲のコミュニティのためにこの状態を
変革するために、同社はこのエリアの 15社
のサプライヤー工場および「ウォーターエイ
ド」（Wateraid）と協力して、清浄水、公
衆衛生、そして健康教育へのアクセスを推進
している。この取組みは労働者の福祉、欠勤
率、そしてその生産性にプラスの影響をもた
らしている。世界全体では、H&MとH&M
財団は2016年までに最低でも50万人に対
して安全な水を提供するという目標を設定
している。
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SDG 7 
すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な
近代的エネルギーへのアクセスを確保する

共有価値創出の機会
 ●  消費期限切れの食品からエネルギーを生み出す。

 ● 企業の直接の運営による再生可能エネルギー源に由来するエネルギー消費の割合を増やし、サ
プライヤーにも同じ取組みを奨励する。たとえば、「rE 100」（http://there 100.org）に
参加し、100％再生可能な電力への移行を約束することなどがある。

 ● エネルギー消費を低減する商品のイノベーションを促進し、商品使用におけるエネルギー効率を
改善する。

事例紹介
 ● ペプシコの280台の車両で構成される配達
用電気自動車トラックは最大車隊の一つで
ある。同社はまた、200台超の圧縮天然ガ
ス（CnG）車両を有している――これは同
社の全車両の20％以上に相当する。同社は
2014年には300万米ドル超を節約する一
方で、従来のディーゼルエンジンに比して排
出量を20％以上低減させた。同社は従来
の配達トラックに比して燃費が2倍の新たな
車両も購入している。2010年以来、同社の
車隊プログラムは合計すると55,000トン
の温室効果ガスの低減を実現しており、そ
の一方で燃料の使用を約24％削減させて
いる。

 ● Arcorグループはアルゼンチン・トゥクマン
州の同社の製糖所向けにボイラーを購入し
た。このボイラーは、エネルギー効率を改善
しかつその環境影響を最小化するために、
利用可能な代替燃料としてサトウキビの搾り

かすを利用する。2007年にはボイラーは製
糖所に必要な蒸気の58％を生み出し、ガス
消費を著しく低減するようになり、さらに翌
年にはより効率的な操業によりガス消費は
80％低減された。2014年にはエネルギー
のコジェネレーション工程のエネルギー効率
の達成を目指して、エネルギー発電所が設立
された。こうして、製糖所で生成された蒸気
の100％が新たな発電所のタービンに利用
されるようになった。製糖所は自社で利用す
るエネルギーを自ら調達するだけでなく、今
や余剰エネルギーを生み出すようになり、こ
れがトゥクマン州のエネルギー需要を満た
すまでに貢献するようになった。

Photo: Curt Carnemark/World Bank
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SDG 8 
包摂的かつ持続可能な経済成長および
すべての人々の完全かつ生産的な雇用と働き甲斐のある
雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

共有価値創出の機会
  小規模起業家がバリューチェーンに参加する能力を開発する。

  農業・生産サプライチェーンにおける現代の奴隷制・児童労働の根絶を優先する。

  農業が、意欲的で広範な専門スキルを有する人材が求められる職業であることを宣伝し、奨学金
とインターンシップに投資する。

  その地域で生産できる国家的商品／ブランドを開発し、現地の農家、加工業者およびサプライヤ
ー向けの市場を現地に創出する。

  社会的流動性を促進するために恵まれない生い立ちの若者に的を絞ったインターンシップを
提供する一方で、職場の多様性を通じて企業業績も高める。

事例紹介
 ● コカ･コーラカンパニーはエチオピアなどの
国々での同社商品へのアクセスの問題を解
決するためにマイクロ・ディストリビューショ
ン・センター（MDCs）を創り上げた。狭い
道路で大型配達トラックは小型の現地店舗
には至ることができず、保管設備がなければ
店舗は大量の飲料を保管しておくことがで
きない。MDCsは、配達トラックが到達で
きず納入が困難な場所にある地元倉庫であ
る。こうしたMDCsを設置した人々はしばし
ば自転車あるいは荷車で飲料を販売する他
の人々を雇用する。このようなMDCsはアフ
リカ人起業家が 100％所有し、現地法人と
協力している。現在アフリカには3,000ヶ
所以上のMDCsがある。プログラムの拡大
を受けて、同社はMDCsの50％以上を女性
が所有するようになることを期待している。

 ● 2002年にSABミラーのウガンダ子会社であ
るナイル・ブルワリーズ（NBL）は、企業業績
を改善すると同時に、農業開発を促進しさら
に自作農を貧困から抜け出させることを目指
したイニシアチブを立ち上げた。このイニシア
チブは、新たなカテゴリーの高品質で値頃なビ
ール醸造用に現地調達されるソルガムの使用
に基づいていた。同社は、持続可能な現地バリ
ューチェーンを構築するために地元小自作農と
の広範な契約を保証し、こうした農家が自作農
から定期的な所得を獲得する農家へ発展する
よう支援した。その結果誕生したビールである
イーグル・ラガーは今やウガンダ全体のビール
市場の3分の1以上を占めており、2万戸の小自
作農の生活はある程度まで改善されている。

 ● ゼネラル・ミルズはマダガスカルのサバ地域の
Photo: Alan Gignoux/World Bank
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北部にあるベランボ村でバニラの生産実務に関
して325戸の農家に対してトレーニングを提供
するプログラムを立ち上げた。トレーニング内
容には栽培するバニラの保存処理方法―農
家の所得を著しく増加させる専門知識―に
関する講習がある。プログラム開始から2年目
には同社はサバ地域の南部のアンタナナンボを
含むコミュニティへの投資を開始した。3年目
までにはベランボとアンタナナンボの農家組合
は660戸の協同組合メンバーとその2,640人
の家族で構成されるまでになった。

 ● コカ･コーラカンパニーは、生活技能教育と経
済的機会へのアクセスの強化を支援するため
に、2009年にコレティボ（Coletivo：「集団的」
の意）と称されるイニシアチブを立ち上げた。こ
のシステムのバリューチェーンには7つのコレテ
ィボ・モデルが存在し、社会最大の課題のいくつ
かに取り組んでいる。たとえばコレティボ・フォレ
ストはアマゾンの熱帯雨林における生活やコミ
ュニティ発展に対する総合的アプローチである。
この取組みはスーパーフルーツの収穫者をコカ・
コーラシステムのバリューチェーンと結び付け、
すべてのコミュニティメンバーに対して広範なト
レーニングを提供し、さらに環境保全を促進す
る。各モデルには確実な雇用を前提としたトレー
ニングが含まれ、すべてのコレティボ・プログラム
は参加者が生活力と自信を身に付け、自分の将
来を構築できるようにすることを重視している。
コレティボ・モデルはブラジル全体で約500件
のプログラムを率いており、15万人を超える人
々に直接影響をもたらしている。すべてのコレテ
ィボ・モデルは同社の5by20（ファイブ・バイ・ト
ゥエンティー）コミットメントに寄与しており、コレ
ティボ参加者の70％は女性である。

 ● ラテンアメリカではSABミラーが米州開発
銀行（IDB）の多数国間投資基金（MIF）お

よびFunDESと連携して4e「パス・トゥ・
プログレス（Path to Progress）」を立ち
上げた。4eは経済的に実現可能で包摂的な
企業バリューチェーンを活用して2020年ま
でに19万人の小規模地域密着型店舗(ネイバ
ーフッドストア)のオーナー（「tenderos」
）、その家族およびコミュニティのエンパ
ワーメントの実現を目指している。SaBミ
ラーの営業部門と密接に協力して、ビジネ
ススキルと店舗業績の向上のために4eは
tenderosに教室形式でのトレーニングと
店舗内での指導を提供し、所得を高め、責
任ある小売実務を奨励している。同様に重
要なので、tenderosが自分のコミュニティ
の社会的変革をもたらす主体となることを
促すために生活とコミュニティ・リーダーシ
ップスキルがトレーニングに盛り込まれてい
る。tenderosは現地コミュニティにとって
重要な存在であり、SaBミラーにとって主
要な流通チャネルである。tenderosは同社
の地域の総売上高の約40％を占めている。

 ● テトラパックは、その顧客―現地乳製品製
造加工業者―ができるだけ現地近くで生
産されたより高品質な牛乳を手に入れられ
るよう支援するためにデイリーハブ（Dairy 
Hub（乳製品の供給拠点））というコンセプ
トを生み出した。デイリーハブ・プロジェクト
運営の全体目標は現地で生産された高品質
な牛乳の長期にわたる供給を確保し、それと
同時に小自作酪農業者を自給自足から高利益
事業として酪農業を経営できるようにその移
行を支援することである。たとえばバングラ
デシュでは、牛一頭当たりの一日の平均牛乳
生産高は110％増加し、小自作農の平均所得
は145％増加した。2014年にはケニア、スリ
ランカ、ニカラグア、そしてセネガルでも酪農
業開発プロジェクトが進行中であった。 Photo: Anvar Ilyasov/World Bank
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SDG 9 
強靭（レジリエント）なインフラ構築、
包摂的で持続可能な産業化の促進の推進を図る

共有価値創出の機会
  農業・インフラ・テクノロジーへの補完的投資の可能性を引き出すために分野横断的パートナー
シップを構築する。

  水、テクノロジー／連結性(コネクティビティ)、道路、貯蔵ロジスティクスなどを含む農業と市場
の開発の支援に必要な物的インフラのあらゆる側面への投資を追求する。

  教育を受けた人々が都市地区から地方のアグリビジネスへ自信を持って移住できるよう、社会的
インフラ（学校や医療施設など）に投資する。

事例紹介
 ● タンザニア南部農業成長回廊（SAGCOT）
は農業従事者、アグリビジネス、タンザニア
連合共和国および横断的な民間セクター企
業で構成される包摂的なマルチステークホ
ルダー・パートナーシップである。このパート
ナーシップの目標は、地域の小規模農家に恩
恵をもたらすことになる包摂的で商業的に
成功したアグリビジネスを通じて地域の農業
的可能性を急速に高め、食糧安全保障を改
善し、農村の貧困を低減し、さらに環境的持
続可能性を確保することである。SaGCOt
は、13億米ドルの公共セクターの助成金と
融資に並行して、今後20年間で21億米ドル
の民間投資が動員可能であると想定してい
る。その影響により地域の農業資産高が3倍
になり、数百万人のタンザニア人の所得が向
上するものとSaGCOtは予測している。こ
のパートナーシップの一環として、2015年に
yaraインターナショナルaSaはタンザニア
の肥料ターミナルへの2,500万米ドルの投

資を発表した。

 ● メソッドは業界初のLEEDプラチナ認証の
石鹸工場をシカゴに開設した。工場の一部
は風力発電所と太陽光設備により発電され
ている。この建物の屋上には世界最大の都
市型温室もある。ここでは百万ポンドのチン
ゲン菜やルッコラなどの無農薬作物が毎年
生産されることが予想されている。

Photo: Jim Pickerell/World Bank
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共有価値創出の機会
  低所得者層の消費者にとって商品をより利用しやすい価格帯にするために生産・流通・マーケテ
ィングにおけるビジネス戦略を適応させる。

  食品・飲料・消費財セクター内外の双方において、低賃金労働者がスキルを磨き、より良い専門職
に就く機会へのアクセスを提供する。

  スタッフに対して生活賃金を支払い、さらにバリューチェーン内の他社に対して同様に生活賃金を
支払うよう働きかける。

  あらゆる形態での差別を禁じる機会均等方針を採用し、バリューチェーン内の他社に対して同様
にするように働きかける。

事例紹介
 ● コルゲート・パルモリーブは開発途上地域で
の同社商品へのアクセスを高めるための施
策を採用している。同社は小さめのサイズの
値頃な商品、リフィルパック、そして様々な価
値あるオプション商品を製造している。同社
はその商品の値頃感を確保するために低所
得消費者の購買力を考慮し、さらに地域に応
じて定番商品とプレミアム商品の品揃えに
ついて戦略的にバランスを取っている。同社
は農村地域のより多くの消費者に商品を届
けるために革新的な流通モデルを開発した。
たとえば、カメルーンの小売環境で大量の商
品を流通させるために、ブランド名を表示し
たバイクを利用している。これにより週当た
りの配送は500％増加し、売上は43％伸
びている。農村地域の多くの人々が集まる毎
週開かれる屋外市場であるvillage haatに
参加することで農村の買い物客を呼び込ん

だ。この市場で同社はパーソナルケア商品を
小型の値頃なパッケージ入りで販売してお
り、これによりhaatを定期的に訪れる数千
人の住民の個人衛生のレベルが向上してい
る。

 ● バーバリーとユニリーバを含む数社の食品・
飲料・消費財業界の企業は英国の従業員に
対する最低限の生活賃金を支払う生活賃金
雇用者の認定を受けた。最低限の生活賃金
は、英国における生活費に応じて生活賃金
財団（Living Wage Foundation）が独
自に設定した時間給である。その支払いは
従業員の生産性と定着率を改善し、常習的
欠勤を削減することが示唆されている。

SDG 10 
各国内および各国間の不平等を是正する

Photo: Alan Gignoux/World Bank
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共有価値創出の機会
  連続した収穫システムを創造するための高度LED技術と灌漑の適用により、商業的規模での新
鮮な食糧生産を都市エリアに組み込み、それにより食糧生産が天候の影響を受けないようにする
ことで都市コミュニティに対してより持続可能な食糧供給源を提供する。

  サプライチェーンのすべてのサプライヤー、製造者および小売業者を対象に定期的なリスク評価
を実施する。

  サプライチェーン内の都市に持続可能なインフラと交通システムを構築するために分野横断的パ
ートナーシップを追求し、これにより従業員の雇用を促進し、生産性を高める。

  十分なサービスを受けていないエリアに健康的な食品雑貨と生鮮食品を届けるために、都会の
「食品砂漠」にある小売業者と提携する。

事例紹介
 ● コカ･コーラカンパニーはベトナムの都市に

5億米ドル超を投資し、現地の製造・流通力
を育成し、また新たな充填ラインを設置し、
そして現地顧客先に新たな飲料用冷蔵庫を
設置することで、現地企業による飲料売上
促進を支援している。この投資によってベ
トナム国内に50 0件の新たな雇用が創出
されたが、その全労働者数の99％はベトナ
ム人従業員が占めている。このような直接
雇用が周辺産業においても推定で5 ,000
件の追加の雇用機会を生み出した。同社は
2010年以降約 150万米ドルを現地プロジ
ェクトに出資してベトナムにおける持続可能
なコミュニティの構築への重点的な投資を
継続している。

 ● ナイキは、気象現象が物的資産にもたらす
影響を低減するために、グローバルな財産保
護プログラムを実施している。このプログラ
ム施設の立地や重要施設の設計・建築、高レ
ベルの財産保護に関するものである。

SDG 11 
包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で
持続可能な都市および人間居住を実現する

Photo: Julio Etchart/World Bank
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共有価値創出の機会
  パーム油、大豆、紙とパルプおよび牛肉を含む主要な農産物の持続可能な調達を目指す。

  ハイドロフルオロカーボン（HFCs）および派生化学冷媒を段階的に排除し、これを自然冷媒と
置き替える。

  温室効果ガス排出量について考慮するため、資本投資の判断の際に使用する「社内炭素価格」を
策定する。

  調達・製造・包装・ロジスティクスを含むバリューチェーン全体でエネルギー効率を高める。

  人間の消費用として販売される生鮮食品のうち、規格外の大きさ・形状の果物と野菜の割合を増
やす（加工、ないしは家畜用飼料としての利用ではなく）。

  サプライヤー・消費者・小売業者・政府を含むステークホルダーが連携して生産とサプライチェー
ンにおいて発生する食品・固形廃棄物を低減する。

  包装容器を減らし、完成品と生産工程で発生する副産物のリサイクルを増やす。

  生産工程における水の消費を低減する（特に飲料の生産工程）。

  消費者のエネルギー利用を低減する消費財をデザインする。これには水の消費が低減され得る衛
生・清掃商品を含む。

  持続可能な消費の重要性およびより持続可能な方法で生活するために消費者が実践できるステッ
プについての消費者の意識を高める。

  商品のライフサイクルを通じて持続可能性を高める共通の基準と方法を策定し、これを適用する。

事例紹介
 ● レゴ・グループはレゴの部品および包装材
料の製造に用いる、新たな持続可能な原材
料についての研究・開発・実施に充てられ
る10億DKK（デンマーク・クローネ）相当
の大規模投資計画について発表した。同社
は、包装容器のサイズの縮小とFSC認証容

器の導入、および沖合風力発電基地への投
資を通じて、自社のカーボンフットプリント
を低減するための重要な措置に既に着手し
ている。

 ● 2010年にコンシューマー・グッズ・フォーラ

SDG 12 
持続可能な消費生産形態を確保する

Photo: Bill Lyons/World Bank

SDG InDuStry MatrIx – SDG 12

食品・飲料・消費財産業

つくる責任
つかう責任



SDG InDuStry MatrIx — 食品・飲料・消費財産業   |   37

ムは、冷媒に関する決議に合意した。2015
年時点でのメンバー企業がHFC冷媒使用の
段階的中止に着手すること、非HFC冷媒（
自然冷媒代替物）が法的に許可され利用可
能な場合にはこれに取替えることを目標と
するものである。メーカーが重点的に取り
組むのは小型のプラグ差し込み式冷蔵装置
で、小売業者の焦点はスーパーマーケットで
利用されている冷凍庫である。

 ● コカ・コーラHBC AG、ネスレおよびユニリ
ーバなどの数社はカーボンプライシングチャ
ンピオンであり、「カーボンプライシングに
おけるビジネス・リーダーシップ基準」に準
拠してきた。たとえば、温室効果ガス排出量
の低減を推進するために、投資決定に重大
な影響をもたらし得るほどの高い社内炭素
価格を設定するといったことである。

 ● ペプシコはブラジルの同社の現地ココナツ
サプライヤーと連携して、処理済みの廃水を
同社の廃水処理施設から近隣農場に送って
いる。その後農場ではこの廃水を灌漑と肥
料として利用している。処理済み廃水はポタ
シウムを含むココナツ栽培に不可欠な多く
の重要栄養素を含んでいる。この廃水の品
質を確保するために、同社とサプライヤーの
双方は専門研究所を通じて農場の土壌廃水
を監視している。農場では粉砕したココナ
ツを栄養素として農場の土壌に与えるだけ
でなくその覆いとしても利用している。これ
により雑草が減少し、過度の水の蒸発を防
止することができる。

 ● ペプシコは、同社の環境影響を最小化し、費
用を低減するために、商品の包装と配送方
法について調査した。こうしたイニシアチブ
を通じて、同社は2013年以降約 1 10百万ポ
ンドの重量の包装材料を排除しており、コス

トは5,500万ドル以上減少した。同社は消
費者によるリサイクル後の資材を同社が使
用するプラスチックに取り入れている唯一の
大手一般消費財メーカーであり、同社はこの
取組みを2004年から続けている。同社は
容器のサイズの小型化についても広範な研
究を実施し、その多くの商品上のシールのサ
イズを小さくした。これにより2013年には
1 , 100万ポンド超の重量の軟質フィルム包
装が削減されたが、これは65億袋の1オンス
サイズ小袋に相当する。

 ● アンハイザー・ブッシュ・インベブ（A B 
I n B ev)は同社のエネルギー削減方針に
より2 01 2年以降5 , 5 0 0万米ドルの費用
削減を実現している― これは 2 0 1 4年
の2 ,4 0 0万ドル超の削減分を含む。同社
は、2017年までに以下の4つの目標の達成
を自らに課している― (1)1ヘクトリットル
当たりのエネルギー利用を世界全体で20％
削減する、(2)生産工程 1ヘクトリットル当た
りの温室効果ガス排出量を世界全体で 10％
削減する、(3)環境に優しい冷却器の世界
全体での平均購入額を年間70％に拡大す
る、(4)ロジスティクスでのGHG排出量を
15％削減する。同社は計画よりも3年前倒し
で既に排出量目標を達成しており、効率的な
オペレーションの拡大継続を期待している。

 ● ナイキは、デザイン工程を通じて廃棄物を
最低限にすることを目指し、同社のシューズ
について環境に優しい素材を利用したコン
シダードデザインラインを開発した（例：ニ
ットシューズのデザイン）。

 ● リーバイストラウス&Co.は同社のジーン
ズに関する包括的なライフサイクルアセス
メント（LCa）を策定した。LCaにより同
社は、行動を変容し、顧客との関わり合い

を深め、リソースを節約し、工程の効率化を
実施できる点を特定するために、生産サイ
クル全体を始めから終わりまで検討するこ
とができるようになった。リーバイストラウ
ス&Co.は、消費者が同社の衣料品を持続
可能なやり方で洗濯・手入れすることがで
きるように、すべての商品に簡潔に記され
た、地球に優しい品質表示タグ（Care tag 
for Our Planet）を付けるプログラムも導
入した。消費者と向き合った啓蒙プログラム
を通じて、同社は顧客とより密接につながる
こと、そして消費者に対して持続可能なやり
方に行動を変えるよう促すことができるこ
とを見出している。

 ● ウォルマートは、同社のサステナビリティ・
インデックスでクラス最高の得点を獲得し
た企業が製造した商品だけを集めた「サス
テナビリティ・リーダーズ」ショップを立ち
上げた。サステナビリティ・インデックスは
サプライヤー・スコアカード・プログラムであ
る。このプログラムは、科学に基づいた測定
ツールを生み出すために 100を超える商品
メーカー、非営利団体および学術研究者が
連携する独立した非営利組織であるサステ
ナビリティ・コンソーシアムとの長年にわた
る協力によって誕生したものである。

 ● Arcorグループは同社の事業ガバナンスと
戦略に持続可能性を組み入れ、持続可能性
委員会とスコアカードを立ち上げて従業員

のパフォーマンス評価と報酬を持続可能性
目標に結び付け、さらに持続可能性変数を
すべての事業計画に体系的に盛り込んでい
る。2015年に同社は戦略的持続可能性計
画の第3サイクルを成功裏に完了して、持続
可能な企業としてのarcorのアイデンティテ
ィの強化、効率的な経営および成長を実現
している。

 ● Industrias La Constancia（SABミ
ラーのエルサルバドル子会社）は衛生埋立
地に送られる廃棄物量を削減するビールラ
ベルのリサイクルプロジェクトに着手した。
使用済みボトルの洗浄工程で発生した廃ラ
ベルはボール紙リサイクル工場に送られ、そ
こでノートの表紙、バインダーおよびその他
商品を生産する再生紙繊維として利用され
る。このプロジェクトは衛生埋立地に送られ
なくなった廃棄物から年間 1万ドル超相当の
定量化可能な恩恵をもたらす一方で、廃棄物
と二酸化炭素排出量を削減して年間3,200
本相当の木の伐採を回避している。

 ● 「REFLEXプロジェクト」は、フレキシブル包
装（英国の年間埋立ごみの内、560,000トン
超を占めている）の循環経済を創出することを
目標とした協調的な研究・開発プロジェクトであ
る。このプロジェクトは、包装デザイン・製造・分
類・再加工で構成されるサプライチェーンの各
ステップに的を絞ることでフレキシブル包装材
のリサイクル可能性を高める方法を研究してい
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る。その目的は以下を開発することである―
(1)新しく革新的な包装デザイン、(2)新たな使
途を持ったフレキシブル包装材に由来する混合
ポリマーの生産技術、(3)廃棄物の流れからの
リサイクル可能なフレキシブル包装材の特定・
分類精度の向上、である。プロジェクトはトップ
ブランド、ポリマー製造業者、包装材料加工業
者、リサイクル業者および技術プロバイダーと
いったサプライチェーン全体による協働の一例
である。プロジェクトは特殊法人組織である「イ
ノベートuK」の共同出資によって創設されてい
る。プロジェクトのパートナーにはamcor、ダ
ウ・ケミカル・カンパニー、インターフレックス・グ
ループ、英国ネスレ、SuEZ environment（
旧SIta uK）、tOMra Sortingおよびユ
ニリーバ英国セントラルリソーシズなどが名を
連ねている。

 ● ハイネケンはバリューチェーン全体で二酸
化炭素排出量を削減するための多くの目標
を設定した。目標には生産工程での排出量
の40％削減、冷蔵庫からの排出量の50％
削減、欧州と米州における流通に由来する
排出量の20％削減などがある。一例は完
全にカーボンニュートラルなオーストリアの
Göss醸造所である。この醸造所でのエネ
ルギー供給は現在 100％再生可能エネルギ
ーに基づいており、さらに化石燃料に由来す
る二酸化炭素排出量は今後ゼロになる予定
である。水力発電、バイオマス地域暖房、太
陽光発電エネルギーおよびバイオエネルギ
ー・インターナショナル社（BDI）が新たに
建設した麦汁発酵工場に由来する再生可能
エネルギーからの電力のおかげでこの目標
が達成されている。

 ● 2012年4月にモルソン・クアーズ・ブルーイ
ング・カンパニーのインド・パンタの醸造工

場は、燃料油の利用を現地で調達されたも
み殻のバイオマスに交換するプロジェクトを
完了した。プロジェクトは「クリーン開発メ
カニズム」の活動として着手された。その目
的は年間4,500トンのGHG排出量を削減
すること、そして現地コミュニティの持続可
能な開発に寄与することであった。

 ● ファッツェル・グループは、2017年までに
同社が利用するカカオの調達先を追跡可能
とすること、そしてすべてのカカオが責任基
準（カカオビジョン）を満たしていることを
目指している。ファッツェルは購入した原材
料のうち責任あるカカオの調達基準を満た
している量を年間ベースで 10％から15％に
拡大することにコミットしている。2014年
には同社は責任プログラムを遵守したカカ
オ商品の割合を70％にするという目標を達
成した。ファッツェルは、認証制度を通じて
カカオを買い付けること、そして大多数を占
める、認証制度の対象外のカカオ農家と同
社との取引においては直接調達プログラム
を通じて責任ある調達の大切さを説き、認
証カカオの生産を支援している。

Photo: Anvar Ilyasov/World Bank
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共有価値創出の機会
  政府と連携して農業から発生する温室効果ガス排出量の削減に取り組む。反芻動物に由来する高
レベルのメタン発生を考慮し、動物性食品の多い食生活の割合を再評価することが重要である。

  農業従事者がより気候変動に対してレジリエント（強靭）な農業を開発することを支援する。

  高リスク立地にあるバリューチェーン全体での自然災害リスク緩和・準備・対応・回復計画を設計
し、これを実施する。

  気候変動にさらされている度合いを測定、軽減、報告するための対策を講じ、気候変動への対処
を前進させる。一方、産業セクターの横断的な報告の透明性と一貫性のレベルを高め続ける。

  気候に関する責任ある公共政策を支持する高レベルのパートナーシップと業界連合を支援する。

事例紹介
 ● アミノ酸のトップメーカーである味の素アニ
マル・ニュートリション・グループは、新た
な環境に優しい商品の開発と、国際組織お
よび現地組織との協働を通じて、飼料用ア
ミノ酸のメリットを提唱している。飼料用ア
ミノ酸は、動物からの窒素の排泄を大幅に
削減し、自然のタンパク質資源を守ることに
なるため、土壌と水の品質保全、温室効果ガ
ス排出量の削減、そして限りある耕作地の
効率的利用に貢献する。

 ● アンハイザー・ブッシュ・インベブ（AB 
InBev)は、4大陸と9ヶ国の100万ヘクター
ルの栽培エリアにまたがる世界の2万戸を超
える大麦栽培業者と直接協力している。2013
年に同社は栽培業者を結集して彼らの農場と
同社のサプライチェーンにとっての価値を創
出するSmartBarley™と称されるテクノロ

ジープラットフォームを立ち上げた。2,400
戸超の栽培業者がSmartBarley™に参加し
ている。このプラットフォームは栽培業者
が匿名で自らの栽培実務と成果を世界中の
その他の栽培業者と比較することができる
インタラクティブダッシュボードを提供す
る。SmartBarley™プラットフォームは地
域間の差異や機会を評価し、ベンチマークを
通じて得られる洞察を活用して、土壌の健全
性、収穫高および投入物の効率それぞれの改
善を目指す技術と管理プログラムのポートフ
ォリオを組み込んでおり、気候変動に対する
農業従事者の適応力を強化する。

 ● コンシューマー・グッズ・フォーラムの理事
会は、意欲的で法的拘束力を有する、グロ
ーバルな気候変動に対応した政策の設定を
各国首脳に呼びかけた。それによって、社

SDG 13 
気候変動およびその影響を軽減するための
緊急対策を講じる

UN Photo Library

会と産業にプラスの影響をもたらす可能性
のある公共政策に対し見解を表明するため
に、自らの影響力を行使することになる。
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共有価値創出の機会
  海洋持続可能性のスチュワードシップ基準を遵守して漁業を営み、魚介類への需要拡大がグロー
バルなプロトコルに則って管理されること、漁業における奴隷制が廃止されること、そしてより小
規模で貧しい諸国の主権が尊重されることを保証する。

  海路で商品を運送するサプライヤー企業が海上運送に関する環境基準を遵守していることを保証
する。

  海洋資源を保全するための革新的解決策を生み出し、漁業と水産養殖業に起因するリスクをより
うまく低減・管理するために政府およびその他ステークホルダーと専門知識を共有する。

  自然生息地の保護と回復への投資増加を求める経済的シグナルを送るために、生態系サービスの
価値（マングローブの生える沼地の高潮発生時の調整力など）についてさらに研究・定量化する。

事例紹介
 ● 急速に成長している水産養殖セクターが直
面する持続可能性の課題に取り組むため
に、Cermaqは業界の技術力を高めてイ
ノベーションを育むべくr& D活動に参加
している（社内および同業者・研究所との
協働の双方で）。Cermaqのr&D組織は
Cermaqグループ全体と協力しており、さ
らに以下の4つのコンピタンス分野に分け
られている― ( 1)魚類の健康と繁栄、(2)
テクノロジー、(3)繁殖と遺伝学、(4)飼料
と栄養。Cermaqの全体目標は業界の持
続可能性を高めるためにr&Dプロジェクト
の積極的な発起人かつ貢献者であることで
ある。

 ● キューリグ・グリーン・マウンテンの従業員
はコーヒー生豆の輸送に利用される黄麻布
袋の新たな使途を発見した。こうした袋はこ
れまで埋立地に直送されていたが、今では
近隣の沿岸の入り江への流出水を削減する
ために土壌の覆いとして利用されている。
袋はコミュニティガーデンではグランドカバ
ーと浸食コントロール用のシートとしても利
用されている。近隣の湿地回復プロジェクト
では、この頑丈な袋が侵入生物種の成長を
食い止めるために広げられている。

SDG 14 
海や海の豊かさを保護し、持続可能な形で利用する

Photo: Arne Hoel/World Bank
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共有価値創出の機会
  「持続可能な林業政策のセクター基準」および「rSPO原則と基準」を林業およびパーム油産業
における取引関係と投資に適用し、農業によって引き起こされる森林伐採の根絶と持続可能な土
地利用コミットメントの実行に向けて努力する。

  調達・包装実務を評価し、生態系の劣化と生物多様性損失を軽減する方法を決定する。

  アセスメントの実施に際し「自然資本プロトコル」を検討し、自然資本との直接・間接の相互作用
をより良く管理する。

事例紹介
 ● コンシューマー・グッズ・フォーラムは、2020
年までに400社すべてのメンバー企業による
ネットゼロ森林伐採の達成を支援することを決
議した。多くのメンバーはパーム油、大豆および
牛肉などの主要コモディティのより持続可能な
調達先を自社のサプライチェーンに組み込むた
めに現在作業を調整中である。

 ● ユニリーバと世界自然保護基金は森林伐採
に対する戦いに消費者を巻き込むために、１
年間の国際的パートナーシップの設立を発
表した。ユニリーバと世界自然保護基金は
ブラジルとインドネシアでの森林保護プロ
グラムを支援することで百万本の木々の保
護を支援する予定である。このパートナーシ
ップは消費者に持続可能性の問題解決に参
画してもらい、世界に変化をもたらす現実的
な方法を提供する機会であるとユニリーバ

は確信している。

 ● キャンベルスープカンパニーは、同社の小麦
調達エリアにおいて肥料使用の最適化と土
壌保全の改善によって水質を改善し温室効
果ガス排出量を削減するために、「EDF」
と協働することを発表した。こうした目標
を達成するために、同社は現地で所有・経
営されている農業小売業者の協同組合であ
るユナイテッド・サプライヤーズ（united 
Suppliers）と連携する予定である。これ
によりネブラスカとオハイオを含む2015年
対象エリアにおいて、SuStaInプラットフ
ォームの展開を支援していくことになる。

 ● ファッツェル・グループは、異なるサプライ
チェーンの選択により100％「rSPO」認
証を受けた持続可能なパーム油生産を利用

SDG 15 
陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の促進、持続可能な
森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復
および生物多様性の損失を阻止する

Photo: Jim Pickerell/World Bank

している。2012年と2013年には、ファッツ
ェルのパーム油は100％「グリーンパーム」
認証を受けたものであった。2014年の最初
のパーム油調達分にはマスバランス・サプラ
イチェーン方式が採用されたが、残りの調達
分はグリーンパーム認証を受けたものであ
った。2015年以降はセグリゲーション（分
別）パーム油オプションも利用されている。

 ● マラウイマンゴーは、同社の農園の構想か
ら立ち上げまでレインフォレスト・アライア
ンスを巻き込んでいる。真の長期的な持続
可能性を達成するために、農園は野生生物
を保護し、土壌と河川を保全し、労働者・そ

の家族・現地コミュニティを保護し、生計手
段を増やす厳密な環境・社会・経済的基準
に則って計画され管理されている。同社の
パイロット農園と苗床を除くと、マラウイマ
ンゴーのすべての農園は、マラウイマンゴー
の定めた期間にわたって所定の目的での土
地の利用を割り当てる利用協定に則ってい
る。マラウイマンゴーの役割はマラウイの人
々が所有権を有したままの状態で土地を開
発することである。
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共有価値創出の機会
  十分な量の値頃な食糧、水および／あるいは土地へのアクセスの欠如に起因する、ないしはこれ
により深刻化した社会不安と紛争を軽減する目的で食糧安全保障を強化するために、政府と協力
する。

  「国連ビジネスと人権に関する指導原則」に一致した人権声明を発表することで倫理的リーダー 
シップを示し、人権を含む「国連グローバル・コンパクト」の10の原則に署名し、さらにunGC 
「食料と農業ビジネス原則（Food and agriculture Business Principles）」を採用する。

  人権、労働、腐敗防止および環境についての持続可能性に関する主張の信頼性を保証するため
に、サプライチェーンにおける商品、部品および材料のトレーサビリティを改善するベースとして
unGC「トレーサビリティ入門：グローバルサプライチェーンにおいて持続可能性を推進するため
の実践的アプローチ（a Guide to traceability: a Practical approach to advance 
Sustainability in Global Supply Chains）」を適用する。

  中小・零細企業が雇用創出に重要な役割を果たしている国々、特に紛争終結後の国々における、
社会的企業とインパクト投資事業の機会について検討する。

  先住民が自由意思による事前の情報に基づいた同意を提示していない限りは、彼らを退去させる
ような取引は避ける。

事例紹介
 ● ネスレは、2004年以降、腐敗防止に関する
国連グローバル・コンパクトの原則 10を全社
のビジネス原則と業務行動規範に組み入れて
おり、2008年以降従業員に対するオンライ
ンと授業形式でのトレーニングを提供してい
る。2014年には、国連の汚職に反対する行動
要請に署名し、その年、9,000人超の従業員が

賄収賂と腐敗防止に関するトレーニングを修了
した。「CarE」監査プログラムによってネスレ
は腐敗防止プロセスを監督することができ、こ
れにより改善エリアと追加トレーニングの機会
を特定することができる。従業員は同社の「イン
テグリティ（誠実性）報告システム」を通じて不
正行為を報告することを奨励されている。

SDG 16 
平和で包摂的な社会を促進し、司法へのアクセスを提供し、
効果的で説明責任のある制度を構築する

Photo: Curt Carnemark/World Bank
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 ● ネスレはカカオ、ヘーゼルナッツおよびバニラ
のサプライチェーンにおける児童労働を減少
させるための行動計画を設定した。その目標
は児童労働が行われている現状に関し6万人
の農業従事者を教育すること、そして世界で
60の学校を改修、ないしは建設することであ
る。2009年以降、ネスレは同社が協働するカ
カオ栽培コミュニティに影響をおよぼす主要な
経済・社会・環境的課題に取り組む包括的イニシ
アチブである「ネスレ・カカオプラン」を実行し
ている。ネスレは、同社工場に供給しているカカ
オ農園で子どもが働いているか否かを調査す
るために、フェア・レイバー・アソシエーションと
協力しており、さらに2014年にはコートジボワ
ールで「児童労働救済・モニタリングシステム」
（CLMrS）を立ち上げた。この包括的な機構
は各ココアコミュニティで危険にさらされてい
る子どもたちを特定することを支援するので、
ネスレとそのパートナーは個々の家庭およびコ
ミュニティと協力して、意識を高め、問題に取り
組み、これを防止することができる。CLMrS
は22の農業協同組合に導入され、2016年末ま
でには70すべてのネスレ・カカオプラン協同組
合に展開される予定である。

 ● 自社のサプライチェーンにおける持続可能性と
透明性を高めるために、スペインの食品・飲料メ
ーカーであるマオウ・サンミゲルは、サプライヤ
ーによる同社の企業責任方針への準拠状況を
含むサプライヤーに関する情報を収集するサプ
ライヤーポータルを開発した。このオープンチ
ャンネルはサプライヤーに対して有用な情報を
提供し、同社が客観的選択をすることを可能に
する。マオウ・サンミゲルは、企業責任に関する
サプライヤーの意識の醸成に役立つトレーニン
グプログラムも展開し、ビジネスの価値を高め
ている。

Photo: Julio Etchart/World Bank
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共有価値創出の機会
  企業と社会的価値創造の結び付きを強化し、組織の価値創造戦略を「持続可能な開発目標」と合
致させる。

  実務と持続可能な開発とをより合致させるグッドプラクティス原則・ガイドラインを採用する。

  持続可能な開発を促進するマルチステークホルダー・イニシアチブに参画する。

  企業、マルチステークホルダーおよび業界レベルでの持続可能な開発に対する貢献について、定期
モニタリングや透明な評価・報告を含む、しっかりとした効果測定の枠組みを構築する。

  食品・飲料・消費財企業は、業界他社およびステークホルダーと協働し、立法、規制および税務の
枠組みが持続可能な開発にもたらす影響に関して、政府、政策立案者、立法者および規制当局に
対して改善提案を含む業界の見解を提供する。

事例紹介
 ● 数社の食品・飲料・消費財企業は2015年に実施
された４件の政府間交渉（国連防災世界会議、
開発融資世界会議（World Financing for 
Development Conference）、持続可能な
開発目標採択サミット（Summit to adopt 
the Sustainable Development Goals）
および国連気候変動会議））を含む多国間で主導
されているプロセスに建設的に関与している。

 ● 食品・飲料・消費財業界の企業は、広範なグッド
プラクティス原則、イニシアチブ、認証スキー
ムおよびパートナーシップを開発するために
相互に、またステークホルダーを加え協力して
いる。コンシューマー・グッズ・フォーラムなどの

メンバーシップ組織の取組みと併せて、こうし
た取組みは持続可能な開発目標の追求と業界
の歩調を合わせるにあたっての重要なリーダ
ーシップを発揮している。

SDG 17 
持続可能な開発実施手段を強化し、
グローバルパートナーシップを活性化する
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国連グローバル・コンパクトとKPMGインターナショナルは、企業への情報提
供の呼びかけやマルチステークホルダー円卓会議での協議の双方を通じて本稿
に対してインスピレーション、アイデア、企業の事例およびフィードバックを提供
いただいた多くの個人、企業、組織に謝意を申し上げる（一覧表は右記を参照の
こと）。

食品・飲料・消費財のSDG InDuStry MatrIxは以下の関係者をはじめと
する国連グローバル・コンパクトとKPMGインターナショナルの多くのスタッフの
総力の賜物である。

国連グローバル・コンパクトとKPMGインターナショナルは、マルチステークホルダー円卓会議の
招集にご支援いただいた米国商工会議所財団および以下の個人を含む円卓会議参加者に対して
心から謝意を申し上げる。

 Lawrence Bowdish, Research Consultant, U.S. Chamber of Commerce Foundation

 David Browning, Senior Vice President for Strategic Initiatives, TechnoServe 

 Kate Debold, Vice President and Charitable Giving Manager, Corporate Affairs and Board 
Secretary, Bank of NY Mellon Foundation

 Marc DeCourcey, Vice President, U.S. Chamber of Commerce Foundation 

 Kaitlin Flynn, Executive Director, Mary’s Meals

 Mark Fitzgerald, UN Global Lead Partner, KPMG LLP

 Kim Fortunato, Director of Campbell Healthy Communities, Campbell Soup

 Jim Gordon, Vice President, Corporate Brand and Reputation, Time Warner Cable

 Lord Dr Hastings of Scarisbrick CBE, Global Head of Corporate Citizenship, KPMG 
International

 Dr. Jeff Lundy, Director, Health and Wellness Program, U.S. Chamber of Commerce 
Foundation

 Abby Davidson Maffei, Senior Director, Strategic Partnerships and Alliances, CARE

 Kate Maloney, Senior Manager, UN Account Team, KPMG LLP

 Suki McClatchy, Global Citizenship and Policy, Abbott

 Darren McGann, Associate Director of Sustainability, KPMG LLP

 Tejal Mody, Managing Director, Rabobank

 Shamarukh Mohiuddin, Director, Economic Empowerment Program, U.S. Chamber of 
Commerce Foundation

 Deborah Patterson, President, Monsanto Fund

 Phil Polakoff, Senior Managing Director, FTI Consulting

 Beth Sauerhaft, former Senior Director of Corporate Sustainability, PepsiCo

 Sue Stephenson, Vice President of Community Footprints, Ritz-Carlton Hotel

 Suzanne Townsen, National Managing Partner, HR Diversity and Corporate Responsibility, 
KPMG LLP

 Hugh Welsh, President, DSM America

 Julia Wilson, Manager, Corporate Social Responsibility, Nielsen Cares
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